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教育公務員特例法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係規則の整備に関する規則

をここに公布する｡

平成13年３月30日

鳥取県人事委員会委員長 坂 田 賢 一 郎

鳥取県人事委員会規則第３号

教育公務員特例法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係規則の整備に

関する規則

(職員の給与の支給に関する規則の一部改正)

第１条 職員の給与の支給に関する規則 (昭和27年鳥取県人事委員会規則第３号) の一

部を次のように改正する｡

次の表の改正後の欄中号の表示に下線が引かれた号 (以下この条において ｢追加号｣

という｡) を加える｡

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分 (以下この条において ｢改正部分｣ とい

う｡) に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分 (追加号を除く｡ 以下この

条において ｢改正後部分｣ という｡) が存在する場合には､ 当該改正部分を当該改正

後部分に改め､ 改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には､ 当該改正後部

分を加える｡
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改正後 改正前

第６条 職員が計算期間の中途において次の各号のいずれかに該当する場合におけるそ

の計算期間中の給料は､ 日割計算により支給する｡

(１)～(６) 略

(７) 大学院修学休業 (教育公務員特例法 (昭和24年法律第１号) 第20条の３第１項

に規定する大学院修学休業をいう｡ 以下同じ｡) を始め､ 又は大学院修学休業の終

了により職務に復帰した場合

２ 計算期間の初日から引き続いて休職にされ､ 専従許可を受け派遣条例第２条第１項

の規定により派遣され､ 育児休業をし､ 停職にされ､ 海外随伴休暇を承認され､ 又は

大学院修学休業をしている職員が､ 給料の支給期日後に復職し､ 職務に復帰し､ 又は

再び勤務するに至った場合には､ その計算期間中の給料をその際支給する｡

(給料の返納)

第７条 略

２ 職員の給料が計算期間中給料の支給期日後において､ 退職､ 休職､ 停職､ 減給､ 専

従許可､ 派遣､ 育児休業､ 海外随伴休暇､ 大学院修学休業等により過払いとなった場

合は､ その者が従前給料の支給を受けていた費目にその際返納させなければならない｡

第16条 減額すべき給与額は､ 減額すべき事由の生じた計算期間の分を次の計算期間以

降の給料から差し引く｡ ただし､ 退職､ 休職､ 停職､ 専従許可､ 派遣､ 育児休業､ 海

外随伴休暇､ 大学院修学休業等の場合において､ 減額すべき給与額を給料から差し引

くことができないときは､ 給与条例の規定に基づくその他の未支給の給与から差し引

く｡

２及び３ 略

第６条 職員が計算期間の中途において次の各号の一に該当する場合におけるその計算

期間中の給料は､ 日割計算により支給する｡

(１)～(６) 略

２ 計算期間の初日から引き続いて休職にされ､ 専従許可を受け派遣条例第２条第１項

の規定により派遣され､ 育児休業をし､ 停職にされ､ 又は海外随伴休暇を承認されて

いる職員が､ 給料の支給期日後に復職し､ 職務に復帰し､ 又は再び勤務するに至った

場合には､ その計算期間中の給料をその際支給する｡

(給料の返納)

第７条 略

２ 職員の給料が計算期間中給料の支給期日後において､ 退職､ 休職､ 停職､ 減給､ 専

従許可､ 派遣､ 育児休業､ 海外随伴休暇等により過払いとなった場合は､ その者が従

前給料の支給を受けていた費目にその際返納させなければならない｡

第16条 減額すべき給与額は､ 減額すべき事由の生じた計算期間の分を次の計算期間以

降の給料から差し引く｡ ただし､ 退職､ 休職､ 停職､ 専従許可､ 派遣､ 育児休業､ 海

外随伴休暇等の場合において､ 減額すべき給与額を給料から差し引くことができない

ときは､ 給与条例の規定に基づくその他の未支給の給与から差し引く｡

２及び３ 略
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(職員の初任給､ 昇格､ 昇給等の基準に関する規則の一部改正)

第２条 職員の初任給､ 昇格､ 昇給等の基準に関する規則 (昭和32年鳥取県人事委員会規則第10号) の一部を次のように改正する｡

次の表の改正後の欄中号及び号の細目の表示に下線が引かれた号及び号の細目 (以下 ｢追加号等｣ という｡) を加える｡

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分 (以下この条において ｢改正部分｣ という｡) に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分 (追加号等を除く｡ 以下この条に

おいて ｢改正後部分｣ という｡) が存在する場合には､ 当該改正部分を当該改正後部分に改め､ 改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には､ 当該改正部分を削り､ 改

正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には､ 当該改正後部分を加える｡

�

改正後 改正前

第13条 職員のうち､ 次の各号のいずれかに該当するものに対しては､ 前条の規定は適

用しないものとする｡

(１) 略

(２) 第19条第２項に定める昇給の時期以前１年間において､ 勤務日等 (職員の勤務

時間､ 休暇等に関する条例 (平成６年鳥取県条例第35号｡ 以下 ｢勤務時間条例｣ と

いう｡) 第12条第１項及び県費負担教職員の勤務時間､ 休暇等に関する条例 (平成

６年鳥取県条例第36号｡ 以下 ｢県費負担教職員勤務時間条例｣ という｡) 第10条第

１項に規定する勤務日等をいう｡) から休日等 (給与条例第12条に規定する祝日法

による休日等及び年末年始の休日等をいう｡) を除いた日のうち､ 次に掲げる事由

により勤務しなかった期間及び任命権者 (県費負担教職員にあっては市町村教育委

員会) の承認を得ずして勤務しなかった期間が通算して30日を超える職員

ア～エ 略

オ 教育公務員特例法 (昭和24年法律第１号) 第20条の３第１項に規定する大学院

修学休業 (以下 ｢大学院修学休業｣ という｡)

(３)～(10) 略

(11) 大学院修学休業をしている職員

(復職時等における給料月額の調整等)

第17条 休職にされ､ 若しくは専従許可を受けた職員が復職し､ 派遣職員若しくは大学

第13条 職員のうち､ 次の各号の一に該当するものに対しては､ 前条の規定は適用しな

いものとする｡

(１) 略

(２) 第19条第２項に定める昇給の時期以前１年間において､ 勤務日等 (職員の勤務

時間､ 休暇等に関する条例 (平成６年12月鳥取県条例第35号｡ 以下 ｢勤務時間条例｣

という｡) 第12条第１項及び県費負担教職員の勤務時間､ 休暇等に関する条例 (平

成６年12月鳥取県条例第36号｡ 以下 ｢県費負担教職員勤務時間条例｣ という｡) 第1

0条第１項に規定する勤務日等をいう｡) から休日等 (給与条例第12条に規定する祝

日法による休日等及び年末年始の休日等をいう｡) を除いた日のうち､ 次に掲げる

事由により勤務しなかった期間及び任命権者 (県費負担教職員にあっては市町村教

育委員会) の承認を得ずして勤務しなかった期間が通算して30日を超える職員

ア～エ 略

(３)～(10) 略

(復職時等における給料月額の調整等)

第17条 休職にされ､ 若しくは専従許可を受けた職員が復職し､ 派遣職員が職務に復帰
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�院修学休業をした職員が職務に復帰し､ 又は勤務時間条例第15条若しくは県費負

担教職員勤務時間条例第13条に規定する病気休暇､ 無給休暇若しくは職務に専念

する義務の特例に関する規則 (平成６年鳥取県人事委員会規則第16号｡ 以下 ｢職

務専念特例規則｣ という｡) 第２条の表第７号の場合における義務免除若しくは

県費負担教職員勤務時間規則第15条の表第28号に規定する場合に該当するものと

して承認された休暇のため勤務しなかった職員が再び勤務するに至った場合にお

いては､ 休職期間､ 専従許可の有効期間､ 派遣期間､ 大学院修学休業の期間又は

休暇若しくは義務免除の期間 (以下 ｢休職等の期間｣ という｡) を休職期間等調

整換算表 (別表第12) により換算して得た期間 (以下 ｢調整期間｣ という｡) を

引き続き勤務したものとみなして､ 復職し､ 職務に復帰し､ 又は再び勤務するに

至った日 (以下 ｢復職等の日｣ という｡) 以降のその者の給料月額を調整し､ 又

は昇給期間を短縮することができる｡

２～７ 略

別表第12 (第17条関係)

休職期間等調整換算表

し､ 又は勤務時間条例第15条若しくは県費負担教職員勤務時間条例第13条に規定する

病気休暇､ 無給休暇若しくは職務に専念する義務の特例に関する規則 (平成６年12月

鳥取県人事委員会規則第16号｡ 以下 ｢職務専念特例規則｣ という｡) 第２条の表第７

号の場合における義務免除若しくは県費負担教職員勤務時間規則第15条の表第28号に

規定する場合に該当するものとして承認された休暇のため勤務しなかった職員が再び

勤務するに至った場合においては､ 休職期間､ 専従許可の有効期間､ 派遣期間又は休

暇若しくは義務免除の期間 (以下 ｢休職等の期間｣ という｡) を休職期間等調整換算

表 (別表第12) により換算して得た期間 (以下 ｢調整期間｣ という｡) を引き続き勤

務したものとみなして､ 復職し､ 職務に復帰し､ 又は再び勤務するに至った日 (以下

｢復職等の日｣ という｡) 以降のその者の給料月額を調整し､ 又は昇給期間を短縮する

ことができる｡

２～７ 略

別表第12 (第17条関係)

休職期間等調整換算表

休 職 等 の 期 間 換算率

公務上の負傷若しくは疾病又は通勤による負傷若しくは疾病による休

職及び職員の休職の事由を定める条例 (昭和56年３月鳥取県条例第７号｡

以下 ｢休職事由条例｣ という｡) 第２条各号の規定に該当する休職 (同条

第１号又は第３号の規定に該当するものにあっては､ 人事委員会の定め

るものに限る｡)､ 派遣職員の派遣､ 大学院修学休業並びに勤務時間規則

第15条の表第１号及び県費負担教職員勤務時間規則第14条の表第１号に

規定する場合に該当するものとして承認された休暇の期間

３分の

３以内

略

休 職 等 の 期 間 換算率

公務上の負傷若しくは疾病又は通勤による負傷若しくは疾病による休

職及び職員の休職の事由を定める条例 (昭和56年３月鳥取県条例第７号｡

以下 ｢休職事由条例｣ という｡) 第２条各号の規定に該当する休職 (同条

第１号又は第３号の規定に該当するものにあっては､ 人事委員会の定め

るものに限る｡)､ 派遣職員の派遣並びに勤務時間規則第15条の表第１号

及び県費負担教職員勤務時間規則第14条の表第１号に規定する場合に該

当するものとして承認された休暇の期間

３分の

３以内

略
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(寒冷地手当の支給に関する規則の一部改正)

第３条 寒冷地手当の支給に関する規則 (昭和39年鳥取県人事委員会規則第31号) の一部を次のように改正する｡

次の表の改正後の欄中号の表示に下線が引かれた号を加える｡

(期末手当及び勤勉手当の支給に関する規則の一部改正)

第４条 期末手当及び勤勉手当の支給に関する規則 (昭和41年鳥取県人事委員会規則第４号) の一部を次のように改正する｡

次の表の改正後の欄中号の表示に下線が引かれた号 (以下この条において ｢追加号｣ という｡) を加える｡

次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分 (追加号を除く｡) を加える｡

�

改正後 改正前

(支給基準)

第２条 条例第11条の２第１項前段の人事委員会が定める職員は､ 次に掲げる職員とす

る｡

(１)～(８) 略

(９) 教育公務員特例法 (昭和24年法律第１号) 第20条の３第１項に規定する大学院

修学休業をしている職員

(支給基準)

第２条 条例第11条の２第１項前段の人事委員会が定める職員は､ 次に掲げる職員とす

る｡

(１)～(８) 略

改正後 改正前

(期末手当の支給を受ける職員)

第１条の２ 条例第16条の４第１項前段の規定により期末手当の支給を受ける職員は､

同項に規定するそれぞれの基準日 (以下 ｢期末手当基準日｣ という｡) に在職する一

般職員 (条例第16条の５各号のいずれかに該当する者を除く｡) のうち､ 次に掲げる

職員以外の職員とする｡

(１)～(７) 略

(８) 大学院修学休業職員 (教育公務員特例法 (昭和24年法律第１号) 第20条の３第

１項に規定する大学院修学休業をしている職員をいう｡ 以下同じ｡)

(期末手当の支給を受ける職員)

第１条の２ 条例第16条の４第１項前段の規定により期末手当の支給を受ける職員は､

同項に規定するそれぞれの基準日 (以下 ｢期末手当基準日｣ という｡) に在職する一

般職員 (条例第16条の５各号のいずれかに該当する者を除く｡) のうち､ 次に掲げる

職員以外の職員とする｡

(１)～(７) 略
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(職員の育児休業等に関する規則の一部改正)

第５条 職員の育児休業等に関する規則 (平成４年鳥取県人事委員会規則第４号) の一部を次のように改正する｡

次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分を加える｡

�(期末手当に係る在職期間)

第３条 略

２ 前項の期間の算定については､ 次に掲げる期間を除算する｡

(１) 略

(２) 育児休業職員及び大学院修学休業職員として在職した期間については､ その２

分の１の期間

(勤勉手当の支給を受ける職員)

第３条の９ 条例第16条の７第１項前段の規定により勤勉手当の支給を受ける職員は､

同項に規定するそれぞれの基準日 (以下 ｢勤勉手当基準日｣ という｡) に在職する一

般職員 (条例第16条の７第５項において準用する条例第16条の５各号のいずれかに該

当する者を除く｡) のうち､ 次に掲げる職員以外の職員とする｡

(１)～(４) 略

(５) 大学院修学休業職員

(勤勉手当に係る勤務期間)

第８条 略

２ 前項の期間の算定については､ 次に掲げる期間を除算する｡

(１) 略

(２) 育児休業職員及び大学院修学休業職員として在職した期間

(３)～(７) 略

(期末手当に係る在職期間)

第３条 略

２ 前項の期間の算定については､ 次に掲げる期間を除算する｡

(１) 略

(２) 育児休業職員として在職した期間については､ その２分の１の期間

(勤勉手当の支給を受ける職員)

第３条の９ 条例第16条の７第１項前段の規定により勤勉手当の支給を受ける職員は､

同項に規定するそれぞれの基準日 (以下 ｢勤勉手当基準日｣ という｡) に在職する一

般職員 (条例第16条の７第５項において準用する条例第16条の５各号のいずれかに該

当する者を除く｡) のうち､ 次に掲げる職員以外の職員とする｡

(１)～(４) 略

(勤勉手当に係る勤務期間)

第８条 略

２ 前項の期間の算定については､ 次に掲げる期間を除算する｡

(１) 略

(２) 育児休業職員として在職した期間

(３)～(７) 略
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この規則は､ 平成13年４月１日から施行する｡

警察職員の特殊勤務手当の支給に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する｡

平成13年３月30日

鳥取県人事委員会委員長 坂 田 賢 一 郎

鳥取県人事委員会規則第４号

警察職員の特殊勤務手当の支給に関する規則の一部を改正する規則

警察職員の特殊勤務手当の支給に関する規則 (昭和29年鳥取県人事委員会規則第16号) の一部を次のように改正する｡

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分 (以下 ｢改正部分｣ という｡) を当該改正部分に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める｡

�

改正後 改正前

(勤務した期間に相当する期間)

第５条の２ 条例第５条の２第１項の人事委員会規則で定める期間は､ 休暇の期間その

他勤務しないことにつき特に承認のあった期間のうち､ 次に掲げる期間以外の期間と

する｡

(１) 地方公務員の育児休業等に関する法律 (平成３年法律第110号) 第２条の規定

により育児休業をしていた期間及び教育公務員特例法 (昭和24年法律第１号) 第20

条の３第１項に規定する大学院修学休業をしていた期間

(２) 略

(勤務した期間に相当する期間)

第５条の２ 条例第５条の２第１項の人事委員会規則で定める期間は､ 休暇の期間その

他勤務しないことにつき特に承認のあった期間のうち､ 次に掲げる期間以外の期間と

する｡

(１) 地方公務員の育児休業等に関する法律 (平成３年法律第110号) 第２条の規定

により育児休業をしていた期間

(２) 略
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この規則は､ 平成13年４月１日から施行する｡

職員の特殊勤務手当の支給に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する｡

平成13年３月30日

鳥取県人事委員会委員長 坂 田 賢 一 郎

鳥取県人事委員会規則第５号

職員の特殊勤務手当の支給に関する規則の一部を改正する規則

職員の特殊勤務手当の支給に関する規則 (昭和31年鳥取県人事委員会規則第５号) の一部を次のように改正する｡

次の表の改正前の欄中項の表示に下線が引かれた項 (以下 ｢移動項｣ という｡) に対応する同表の改正後の欄中項の表示に下線が引かれた項 (以下 ｢移動後項｣ という｡) が存在

する場合には､ 当該移動項を当該移動後項とし､ 移動後項に対応する移動項が存在しない場合には､ 当該移動後項 (以下 ｢追加項｣ という｡) を加える｡

�

改正後 改正前

(作業手当の額等)

第３条 条例第４条の人事委員会規則で定める作業手当の額は､ 次の各号に掲げる作業

の区分に応じ､ それぞれ当該各号に定める額とする｡

(１)～(５) 略

(６) 条例第３条第１項第７号に掲げる作業 次に掲げる警察職員の区分に応じ､ そ

れぞれに定める額

ア 検視を行う警察官 (警視の階級にある者に限る｡) １体につき3,200円

イ その他の警察職員 勤務１日につき1,600円

(７)～(17) 略

２～８ 略

(作業手当の額等)

第３条 条例第４条の人事委員会規則で定める作業手当の額は､ 次の各号に掲げる作業

の区分に応じ､ それぞれ当該各号に定める額とする｡

(１)～(５) 略

(６) 条例第３条第１項第７号に掲げる作業 次に掲げる警察職員の区分に応じ､ そ

れぞれに定める額

ア 検視を行う警察官 (警視の階級にある者に限る｡) １体につき2,500円

イ その他の警察職員 勤務１日につき1,100円

(７)～(17) 略

２～８ 略
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次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分 (項の表示を除く｡ 以下 ｢改正部分｣ という｡) に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分 (項の表示及び追加項を除く｡ 以

下 ｢改正後部分｣ という｡) が存在する場合には､ 当該改正部分を当該改正後部分に改め､ 改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には､ 当該改正部分を削り､ 改正後部

分に対応する改正部分が存在しない場合には､ 当該改正後部分を加える｡

�

改正後 改正前

(医療業務手当)

第４条 条例第８条第１項第１号の人事委員会規則で定める医師は､ 次項の表の右欄に

定める職種にある医師 (精神保健福祉センター､ 保健所及び衛生研究所の所長､ 健康

福祉センターの部長､ 日野総合事務所の局長及び課長並びに保健所の課長及び医長を

除く｡) とする｡

２ 条例第８条第３項の人事委員会規則で定める同条第２項の級に属する職種は､ 次の

表の左欄に掲げる級の区分に応じ､ 同表の右欄に定める職種とする｡

(勤務実績簿)

第17条 任命権者 (その委任を受けた者を含む｡) は､ 職員に対し特殊勤務 (条例の規

定により特殊勤務手当の支給される業務等に係る勤務をいう｡) を命じたときは､ 人

事委員会が定める様式の特殊勤務実績簿に所要事項を記入し､ これを保管しなければ

(医療業務手当)

第４条 条例第8条第1項第1号の人事委員会規則で定める医師は､ 次項の表の右欄に定

める職種にある医師 (精神保健福祉センター､ 保健所及び衛生研究所の所長､ 健康福

祉センターの部長並びに保健所の課長及び参事を除く｡) とする｡

２ 条例第8条第3項の人事委員会規則で定める同条第2項の級に属する職種は､ 次の表

の左欄に掲げる級の区分に応じ､ 同表の右欄に定める職種とする｡

(勤務実績簿)

第17条 任命権者 (その委任を受けた者を含む｡) は､ 職員に対し特殊勤務 (条例の規

定により特殊勤務手当 (手当の額が月額により定められている特殊勤務手当を除く｡)

の支給される業務等に係る勤務をいう｡) を命じたときは､ 人事委員会が定める様式

級の区分 職 種

１ 級 略

２ 級
皆生小児療育センターの副院長､ 医長及び副医長のうち医療職給料表

(１)の３級の職務にあるもの

３ 級 略

４ 級
精神保健福祉センター､ 保健所及び衛生研究所の所長､ 健康福祉センター

の部長並びに日野総合事務所の局長

５ 級
皆生小児療育センターの医師､ 日野総合事務所の課長並びに保健所の課

長及び医長

級の区分 職 種

１級 略

２級
皆生小児療育センターの医長及び副医長のうち医療職給料表 (１) の３

級の職務にあるもの

３級 略

４級
精神保健福祉センター､ 保健所及び衛生研究所の所長並びに健康福祉セ

ンターの部長

５級 皆生小児療育センターの医師並びに保健所の課長及び参事
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この規則は､ 平成13年４月１日から施行し､ 改正後の職員の特殊勤務手当の支給に関する規則第４条 (保健所の医長に係る部分に限る｡) 及び第18条第2項の規定は､ 平成12年４

月１日から適用する｡

給料表の適用範囲に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する｡

平成13年３月30日

鳥取県人事委員会委員長 坂 田 賢 一 郎

鳥取県人事委員会規則第６号

給料表の適用範囲に関する規則の一部を改正する規則

給料表の適用範囲に関する規則 (昭和32年鳥取県人事委員会規則第７号) の一部を次のように改正する｡

次の表の改正前の欄中号の表示に下線が引かれた号 (以下 ｢移動号｣ という｡) に対応する同表の改正後の欄中号の表示に下線が引かれた号 (以下 ｢移動後号｣ という｡) が存在

する場合には､ 当該移動号を当該移動後号とし､ 移動後号に対応する移動号が存在しない場合には､ 当該移動後号 (以下 ｢追加号｣ という｡) を加える｡

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分 (号の表示を除く｡ 以下 ｢改正部分｣ という｡) に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分 (号の表示及び追加号を除く｡ 以

下 ｢改正後部分｣ という｡) が存在する場合には､ 当該改正部分を当該改正後部分に改め､ 改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には､ 当該改正部分を削り､ 改正後部

��ならない｡

(潜水手当等の額の計算方法)

第18条 略

２ 用地交渉手当の額を計算する場合において､ 月の１日から末日までの間における条

例第32条第1項に掲げる業務に従事した時間数の合計に10分に満たない端数時間があ

るき又は当該時間数の合計が10分に満たないときは､ 当該端数時間又は当該時間数の

合計を10分に切り上げて計算する｡

３ 略

の特殊勤務実績簿に所要事項を記入し､ これを保管しなければならない｡

(潜水手当等の額の計算方法)

第18条 略

２ 略
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分に対応する改正部分が存在しない場合には､ 当該改正後部分を加える｡

��

改正後 改正前

(教育職給料表)

第２条 教育職給料表(１)は､ 次に掲げる職員に対して適用する｡

(１) 略

(２) 総務課の主幹及び副主幹 (私立学校､ 私立専修学校及び私立各種学校に関する

職務を行う者に限る｡) 並びに県民活動推進課のボランティア活動係長

(３) 略

(４) 総務福利課の指導主事及び健康管理主事､ 小中学校課の指導主事及び管理主事､

高等学校課の高校教育主査､ 指導係長､ 管理係長､ 指導主事及び管理主事､ 生涯学

習課の社会教育主査､ 生涯学習推進係長､ 指導係長､ 指導主事及び社会教育主事､

同和教育課の指導主査､ 指導係長及び指導主事､ 文化課の文化財主査､ 文化財係長

及び文化財主事並びに体育保健課の指導主査､ 健康教育係長､ 体育係長及び指導主

事

(５)～(10) 略

２ 略

３ 教育職給料表(２)は､ 次に掲げる職員に対して適用する｡

(１) 略

(２) 総務課の主幹及び副主幹 (私立学校､ 私立専修学校及び私立各種学校に関する

職務を行う者に限る｡) 並びに県民活動推進課のボランティア活動係長

(３) 略

(４) 総務福利課の指導主事及び健康管理主事､ 小中学校課の義務教育主査､ 指導係

長､ 管理係長､ 指導主事及び管理主事､ 生涯学習課の社会教育主査､ 生涯学習推進

係長､ 指導係長､ 指導主事及び社会教育主事､ 同和教育課の指導主査､ 指導係長及

び指導主事､ 文化課の文化財主査､ 文化財係長及び文化財主事並びに体育保健課の

指導主査､ 健康教育係長､ 体育係長及び指導主事

(教育職給料表)

第２条 教育職給料表(１)は､ 次に掲げる職員に対して適用する｡

(１) 略

(２) 総務課の主幹及び副主幹 (私立学校､ 私立専修学校及び私立各種学校に関する

職務を行う者に限る｡)

(３) 略

(４) 小中学校課の指導主事及び管理主事､ 高等学校課の高校教育主査､ 指導係長､

管理係長､ 指導主事及び管理主事､ 生涯学習課の社会教育主査､ 生涯学習推進係長､

指導係長､ 指導主事及び社会教育主事､ 同和教育課の指導主査､ 指導係長及び指導

主事､ 文化課の文化財主査､ 文化財係長及び文化財主事､ 体育保健課の指導主査､

健康教育係長､ 体育係長及び指導主事並びに福利課の健康管理主事

(５)～(10) 略

２ 略

３ 教育職給料表(２)は､ 次に掲げる職員に対して適用する｡

(１) 略

(２) 総務課の主幹及び副主幹 (私立学校､ 私立専修学校及び私立各種学校に関する

職務を行う者に限る｡)

(３) 略

(４) 小中学校課の義務教育主査､ 指導係長､ 管理係長､ 指導主事及び管理主事､ 生

涯学習課の社会教育主査､ 生涯学習推進係長､ 指導係長､ 指導主事及び社会教育主

事､ 同和教育課の指導主査､ 指導係長及び指導主事､ 文化課の文化財主査､ 文化財

係長及び文化財主事､ 体育保健課の指導主査､ 健康教育係長､ 体育係長及び指導主

事並びに福利課の健康管理主事
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この規則は､ 平成13年４月１日から施行する｡

職員の初任給､ 昇格､ 昇給等の基準に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する｡

平成13年３月30日

鳥取県人事委員会委員長 坂 田 賢 一 郎

��(５)～(11) 略

４ 略

(医療職給料表)

第４条 医療職給料表(１)は､ 次に掲げる職員に対して適用する｡

(１) 日野総合事務所の局長及び課長

(２) 皆生小児療育センターの院長､ 副院長､ 医長､ 副医長及び医師

(３) 略

(４) 略

(５) 略

(６) 略

(７) 略

２ 医療職給料表(２)は､ 次に掲げる職員に対して適用する｡

(１)～(５) 略

(６) 境港水産事務所の技幹､ 副主幹 (技術吏員に限る｡)､ 主任 (技術吏員に限る｡)

及び衛生技師

３ 略

(５)～(11) 略

４ 略

(医療職給料表)

第４条 医療職給料表(１)は､ 次に掲げる職員に対して適用する｡

(１) 皆生小児療育センターの院長､ 医長､ 副医長及び医師

(２) 略

(３) 略

(４) 略

(５) 略

(６) 略

２ 医療職給料表(２)は､ 次に掲げる職員に対して適用する｡

(１)～(５) 略

３ 略
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鳥取県人事委員会規則第７号

職員の初任給､ 昇格､ 昇給等の基準に関する規則の一部を改正する規則

職員の初任給､ 昇格､ 昇給等の基準に関する規則 (昭和32年鳥取県人事委員会規則第10号) の一部を次のように改正する｡

次の表の改正前の欄中別表の細目の表示に下線が引かれた別表の細目 (以下 ｢移動別表細目｣ という｡) に対応する次の表の改正後の欄中別表の細目の表示に下線が引かれた別

表の細目 (以下 ｢移動後別表細目｣ という｡) が存在する場合には､ 当該移動別表細目を当該移動後別表細目とし､ 移動後別表細目に対応する移動別表細目が存在しない場合には､

当該移動後別表細目 (以下 ｢追加別表細目｣ という｡) を加える｡

次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分 (別表の細目の表示及び追加別表細目を除く｡) を加える｡

��

改正後 改正前

職務の級 標 準 的 な 職 務

略

２ 級

(１) 略

(２) 本庁の主幹､ 係長又は副主幹の職務

(３)～(13) 略

３ 級

(１) 略

(２) 本庁の困難な業務を処理する主幹､ 係長又は副主幹の職務

(３)～(13) 略

略

別表第３の４ (第２条の２関係)

教育職給料表 (１) 級別標準職務表

別表第３の５ (第２条の２関係)

教育職給料表 (２) 級別標準職務表

別表第３の４ (第２条の２関係)

教育職給料表 (１) 級別標準職務表

別表第３の５ (第２条の２関係)

教育職給料表 (２) 級別標準職務表

職務の級 標 準 的 な 職 務

略

２ 級

(１) 略

(２) 本庁の主幹又は副主幹の職務

(３)～(13) 略

３ 級

(１) 略

(２) 本庁の困難な業務を処理する主幹又は副主幹の職務

(３)～(13) 略

略
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別表第３の７ (第２条の２関係)

医療職給料表 (１) 級別標準職務表

別表第３の７ (第２条の２関係)

医療職給料表 (１) 級別標準職務表

職務の級 標 準 的 な 職 務

略

２ 級

(１)及び(２) 略

(３) 本庁の主幹､ 係長又は副主幹の職務

(４)～(11) 略

３ 級

(１)及び(２) 略

(３) 本庁の困難な業務を処理する主幹､ 係長又は副主幹の職務

(４)～(11) 略

略

職務の級 標 準 的 な 職 務

略

２ 級

(１)及び(２) 略

(３) 本庁の主幹又は副主幹の職務

(４)～(11) 略

３ 級

(１)及び(２) 略

(３) 本庁の困難な業務を処理する主幹又は副主幹の職務

(４)～(11) 略

略

職務の級 標 準 的 な 職 務

略

２ 級 (１) 日野総合事務所の課長の職務

(２) 略

(３) 略

(４) 略

(５) 略

(６) 略

３ 級 (１) 日野総合事務所の局長又は困難な業務を処理する課長の職務

(２) 皆生小児療育センターの院長､ 副院長又は困難な業務を処理する医

長若しくは副医長の職務

(３) 略

(４) 略

(５) 略

(６) 略

(７) 略

略

職務の級 標 準 的 な 職 務

略

２ 級

(１) 略

(２) 略

(３) 略

(４) 略

(５) 略

３ 級

(１) 皆生小児療育センターの院長又は困難な業務を処理する医長若しく

は副医長の職務

(２) 略

(３) 略

(４) 略

(５) 略

(６) 略

略
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附 則

この規則は､ 平成13年４月１日から施行する｡

管理職手当に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する｡

平成13年３月30日

鳥取県人事委員会委員長 坂 田 賢 一 郎

鳥取県人事委員会規則第８号

管理職手当に関する規則の一部を改正する規則

管理職手当に関する規則 (昭和33年鳥取県人事委員会規則第22号) の一部を次のように改正する｡

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分 (以下 ｢改正部分｣ という｡) に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分 (以下 ｢改正後部分｣ という｡) が存在する場合には､

当該改正部分を当該改正後部分に改め､ 改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には､ 当該改正部分を削り､ 改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には､ 当該

��

別表第３の８ (第２条の２関係)

医療職給料表 (２) 級別標準職務表

別表第３の８ (第２条の２関係)

医療職給料表 (２) 級別標準職務表

職務の級 標 準 的 な 職 務

略

３ 級 (１)～(３) 略

(４) 副主幹の職務

４ 級 (１)～(３) 略

(４) 相当困難な業務を行う副主幹の職務

５ 級 (１)～(３) 略

(４) 困難な業務を行う副主幹の職務

略

職務の級 標 準 的 な 職 務

略

３ 級 (１)～(３) 略

４ 級 (１)～(３) 略

５ 級 (１)～(３) 略

略
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改正後部分を加える｡

次の表の改正前の欄の表中太線で囲まれた部分 (以下 ｢改正表｣ という｡) に対応する次の表の改正後の欄の表中太線で囲まれた部分 (以下 ｢改正後表｣ という｡) が存在する場

合には､ 当該改正表を当該改正後表に改め､ 改正表に対応する改正後表が存在しない場合には､ 当該改正表を削り､ 改正後表に対応する改正表が存在しない場合には､ 当該改正後

表を加える｡

��

改正後 改正前

別表 (第２条､ 第３条関係) 別表 (第２条､ 第３条関係)

組織 職 区分

知
事
の
事
務
部
局

本庁 略

次長 (国民文化祭推進局の次長を除く｡)

副出納長

局長

県民室の室長 (人事委員会が承認したものに限る｡)

工事検査室の室長 (人事委員会が承認したものに限る｡)

参事監

防災監

行政監察監

２種

課長

県民室の室長

工事検査室の室長

国民文化祭推進局の次長

３種

福利厚生室の室長

分権推進室の室長

国内交流推進室の室長 ４種

組織 職 区分

知
事
の
事
務
部
局

本庁 略

次長

副出納長

局長

県民室の室長 (人事委員会が承認したものに限る｡)

工事検査室の室長 (人事委員会が承認したものに限る｡)

参事監

防災監

２種

課長

県民室の室長

国民文化祭推進室の室長

防災危機管理室の室長

工事検査室の室長

３種

行政体制整備室の室長

分権推進室の室長

国内交流推進室の室長 ４種
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人権施策推進室の室長

過疎・中山間地域振興室の室長

企画戦略室の室長

介護保険室の室長

経済政策室の室長

企業立地推進室の室長

自然エネルギー開発推進室の室長

雇用政策室の室長

団体検査室の室長

地産地消推進室の室長

専門技術員室の室長

林業専門技術員室の室長

水産振興室の室長

企画技術室の室長

土木防災室の室長

高速道路推進室の室長

緑地公園室の室長

下水道室の室長

営繕企画室の室長

指導検査室の室長

略

地
方
機
関

東京事務所
略

副所長 ３種

大阪事務所
略

人権施策推進室の室長

介護保険室の室長

環境計画室の室長

県民活動推進室の室長

経済政策室の室長

企業立地推進室の室長

観光宣伝室の室長

雇用政策室の室長

団体検査室の室長

専門技術員室の室長

林業専門技術員室の室長

水産振興室の室長

企画室の室長

高速道路推進室の室長

緑地公園室の室長

下水道室の室長

営繕企画室の室長

略

地
方
機
関

東京事務所
略

次長 ３種

大阪事務所
略
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��次長 ３種

日野総合事

務所

所長 (人事委員会が承認したものに限る｡) １種

所長

局長 (人事委員会が承認したものに限る｡)

副局長 (人事委員会が承認したものに限る｡)

２種

局長

副局長

課長

農業改良普及所の所長

３種

略

県税事務所

略 略

所長

課長
３種

工事検査出

張所

所長 ４種

検査専門員 ５種

略

健康福祉セ

ンター

略 略

室長

部長

課長 (人事委員会が承認したものに限る｡)

３種

略

皆成学園
園長 (人事委員会が承認したものに限る｡) ２種

園長 ３種

略

皆生小児療

育センター

略

事務長
３種

次長 ３種

略

県税事務所

略 略

所長

課長

３種

略

健康福祉セ

ンター

略 略

室長

部長 ３種

略

皆成学園 園長 ３種

略

皆生小児療

育センター

略

事務長
３種
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副院長

略

保育専門学

院

院長

次長 (人事委員会が承認したものに限る｡)
３種

保健所

略

所長

課長 (保健所支所の課長にあっては､ 人事委員会が承認

したものに限る｡)

３種

倉吉総合看

護専門学校
次長 (人事委員会が承認したものに限る｡) ３種

精神保健福

祉センター

略 略

所長

次長 (人事委員会が承認したものに限る｡)
３種

男女共同参

画センター
事務局長 ３種

略

消費生活セ

ンター
所長 ３種

略

地方農林振

興局

略 略

局長

副局長

課長

所長

室長

３種

略

保育専門学

院

院長
３種

保健所

略

所長

課長 (保健所支所の課長を除く｡)
３種

精神保健福

祉センター

略 略

所長

次長
３種

略

消費生活セ

ンター
所長 ３種

消防学校 校長 ３種

略

地方農林振

興局

略 略

局長

副局長

課長

部長

室長

３種
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この規則は､ 平成13年４月１日から施行する｡

��略

旧中部ダム予

定地域振興倉

吉事務所

略 略

副所長

課長
３種

消防学校 校長 ３種

略

教
育
委
員
会
事
務
局
及
び
教
育
機
関

教
育
委
員
会
事
務
局
本 庁

略

教育企画室の室長

障害児教育室の室長

高校改革推進室の室長

妻木晩田・青谷上寺地遺跡整備室の室長

美術館整備調査室の室長

４種

略

教育事務所
所長 (人事委員会が承認したものに限る｡) ２種

所長 ３種

略

略

警
察

警察本部

部長

参事官

首席監察官

２種

略

略

略

略

旧中部ダム予

定地域振興倉

吉事務所

略 略

副所長

課長
３種

略

教
育
委
員
会
事
務
局
及
び
教
育
機
関

教
育
委
員
会
事
務
局
本 庁

略

障害児教育室の室長

高校改革推進室の室長

妻木晩田遺跡整備室の室長

美術館開設準備室の室長

４種

略

教育事務所 所長 ３種

略

略

警
察

警察本部

部長

参事官 ２種

略

略

略
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管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則をここに公布する｡

平成13年３月30日

鳥取県人事委員会委員長 坂 田 賢 一 郎

鳥取県人事委員会規則第９号

管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則

管理職員等の範囲を定める規則 (昭和41年鳥取県人事委員会規則第30号) の一部を次のように改正する｡

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分 (以下 ｢改正部分｣ という｡) に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分 (以下 ｢改正後部分｣ という｡) が存在する場合には､

当該改正部分を当該改正後部分に改め､ 改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には､ 当該改正部分を削り､ 改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には､ 当該

改正後部分を加える｡

次の表の改正後の欄の表中太線で囲まれた部分を加える｡

��

改正後 改正前

別表 (第２条関係) 別表 (第２条関係)

機 関 職 員

略

知
事
の
事
務
部
局
本 庁

部長 理事監 次長 参事監 防災監 局長 行政監察監 課長

室長 (消防課無線室の室長を除く｡) 参事 秘書 医長 課長補佐

室長補佐 主任監察員 財政課主計員 管財課管理係長 職員課

人事係長 職員課給与係長 監察員 職員課行政管理係長 副主幹

(職員課福利厚生室の副主幹に限る｡) 水産課取締船長 職員課人

事係係員 (企画に関する事務を行う係員に限る｡) 職員課給与係

係員 (企画に関する事務を行う係員に限る｡) 職員課行政管理係係

員 (企画に関する事務を行う係員に限る｡)

機 関 職 員

略

知
事
の
事
務
部
局
本 庁

部長 理事監 次長 参事監 防災監 水産振興局長 課長 室長

(消防課無線室の室長を除く｡) 参事 秘書 医長 課長補佐 (総務

課の知事及び副知事の秘書に関する事務を行う課長補佐を含む｡)

室長補佐 (職員課行政体制整備室の室長補佐を含む｡) 財政課主

計員 総務課法制係長 総務課秘書第一係長 総務課秘書第二係長

管財課管理係長 職員課人事係長 職員課給与係長 職員課福利

厚生係長 水産課取締船長 職員課人事係係員 (企画に関する事務

を行う係員に限る｡) 職員課給与係係員 (企画に関する事務を行う
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東京事務所 所長 副所長

大阪事務所 所長 次長 課長

日野総合事

務所

所長 局長 副局長 課長 農業改良普及所長

略

県税事務所 所長 課長

工事検査出

張所

所長

略

皆生小児療

育センター

院長 副院長 事務長 総婦長

略

衛生研究所 所長 次長 総務課長

男女共同参

画センター

事務局長

略

地方農林振

興局

局長 副局長 課長 農業改良普及所長 大規模基盤整備室長

略

旧中部ダム予

定地域振興倉

吉事務所

所長 副所長 課長

消 防 学 校 校長

略

係員に限る｡) 職員課行政体制整備室室員 (企画に関する事務を行

う室員に限る｡)

東京事務所 所長 次長 課長

大阪事務所 所長 次長 課長

略

県税事務所 所長 課長

略

皆生小児療

育センター

院長 事務長 総婦長

略

衛生研究所 所長 次長 総務課長

消 防 学 校 校長

略

地方農林振

興局

局長 副局長 課長 農業改良普及部長 国営事業推進室長

略

旧中部ダム予

定地域振興倉

吉事務所

所長 副所長 課長

略
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この規則は､ 平成13年４月１日から施行する｡

��

備考

１及び２ 略

３ この表中 ｢参事｣ とは､ 参事のうち管理職手当に関する規則 (昭和33年鳥取県人

事委員会規則第22号) 第２条に規定する職を占める参事をいう｡

４ 略

５ この表の知事の事務部局の大阪事務所の項中 ｢課長｣ とは､ 課長のうち庶務に関

する事務を行う課長をいう｡

備考

１及び２ 略

３ この表中 ｢参事｣ とは､ 参事のうち管理職手当に関する規則 (昭和33年10月鳥取

県人事委員会規則第22号) 第２条に規定する職を占める参事をいう｡

４ 略

５ この表の知事の事務部局の東京事務所の項及び大阪事務所の項中 ｢課長｣ とは､

課長のうち庶務に関する事務を行う課長をいう｡

教

育

委

員

会

の

事

務

部

局

等

教

育

委

員

会

事

務

局

本 庁

教育長 次長 課長 室長 参事 義務教育主査 高校教育主査

課長補佐 室長補佐 総務福利課人事文書係長 総務福利課総務係

長 小中学校課就学助成係長 小中学校課給与係長 小中学校課管

理係長 高等学校課学事奨学係長 高等学校課管理係長 高等学校

課高校改革推進室室員 (企画に関する事務を行う室員に限る｡) 総

務福利課人事文書係係員 (人事関係の企画に関する事務を行う係員

に限る｡) 総務福利課教育企画室室員 (企画に関する事務を行う室

員に限る｡) 小中学校課給与係係員 (人事関係の企画に関する事務

を行う係員に限る｡) 小中学校課管理係係員 (人事関係の企画に関

する事務を行う係員に限る｡) 小中学校課障害児教育室室員 (人事

関係の企画に関する事務を行う室員に限る｡) 高等学校課学事奨学

係係員 (人事関係の企画に関する事務を行う係員に限る｡) 高等学

校課管理係係員 (人事関係の企画に関する事務を行う係員に限る｡)

略

略

略

教

育

委

員

会

の

事

務

部

局

等

教

育

委

員

会

事

務

局

本 庁

教育長 次長 課長 室長 参事 義務教育主査 高校教育主査

課長補佐 室長補佐 総務課人事文書係長 総務課企画調整係長

小中学校課学事係長 小中学校課給与係長 小中学校課管理係長

小中学校課障害児教育係長 高等学校課企画係長 高等学校課管理

係長 高等学校課高校改革推進室室員 (企画に関する事務を行う室

員に限る｡) 総務課人事文書係係員 (人事関係の企画に関する事務

を行う係員に限る｡) 小中学校課給与係係員 (人事関係の企画に関

する事務を行う係員に限る｡) 小中学校課管理係係員 (人事関係の

企画に関する事務を行う係員に限る｡) 小中学校課障害児教育室室

員 (人事関係の企画に関する事務を行う室員に限る｡) 高等学校課

企画係係員 (人事関係の企画に関する事務を行う係員に限る｡) 高

等学校課管理係係員 (人事関係の企画に関する事務を行う係員に限

る｡)

略

略

略
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職員の旅費に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する｡

平成13年３月30日

鳥取県人事委員会委員長 坂 田 賢 一 郎

鳥取県人事委員会規則第10号

職員の旅費に関する条例施行規則の一部を改正する規則

職員の旅費に関する条例施行規則 (昭和45年鳥取県人事委員会規則第25号) の一部を次のように改正する｡

次の表の改正前の欄中条の表示に下線が引かれた条 (以下 ｢移動条｣ という｡) に対応する同表の改正後の欄中条の表示に下線が引かれた条 (以下 ｢移動後条｣ という｡) が存在

する場合には､ 当該移動条を当該移動後条とし､ 移動条に対応する移動後条が存在しない場合には､ 当該移動条 (以下 ｢削除条｣ という｡) を削り､ 移動後条に対応する移動条が

存在しない場合には､ 当該移動後条 (以下 ｢追加条｣ という｡) を加える｡

次の表の改正前の欄中別表及び様式並びにこれらの細目の表示に下線が引かれた別表及び様式並びにこれらの細目 (以下 ｢移動別表等｣ という｡) に対応する次の表の改正後の

欄中別表及び様式並びにこれらの細目の表示に下線が引かれた別表及び様式並びにこれらの細目 (以下 ｢移動後別表等｣ という｡) が存在する場合には､ 当該移動別表等を当該移

動後別表等とし､ 移動別表等に対応する移動後別表等が存在しない場合には､ 当該移動別表等 (以下 ｢削除別表等｣ という｡) を削り､ 移動後別表等に対応する移動別表等が存在

しない場合には､ 当該移動後別表等 (以下 ｢追加別表等｣ という｡) を加える｡

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分 (条の表示､ 削除条､ 様式及び別表並びにこれらの細目の表示並びに削除別表等を除く｡ 以下 ｢改正部分｣ という｡) に対応する次の

表の改正後の欄中下線が引かれた部分 (条の表示､ 追加条､ 様式及び別表並びにこれらの細目の表示並びに追加別表等を除く｡ 以下 ｢改正後部分｣ という｡) が存在する場合には､

当該改正部分を当該改正後部分に改め､ 改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には､ 当該改正後部分を加える｡

次の表の改正前の欄の表中太線で囲まれた部分 (以下 ｢改正表｣ という｡) に対応する次の表の改正後の欄の表中太線で囲まれた部分 (以下 ｢改正後表｣ という｡) が存在する場

合には､ 当該改正表を当該改正後表に改め､ 改正表に対応する改正後表が存在しない場合には､ 当該改正表を削る｡

��



平
成
13年
３
月
30日

金
曜
日

鳥
取
県
公
報

(号
外
)
第
44号

��

改正後 改正前

(行政職給料表による級の職務に相当する職務等)

第４条 略

(帰住に係る旅費を支給する職員等)

第４条の２ 条例第３条第２項第２号の２の人事委員会規則で定める職員は､ 次のいず

れにも該当する者又はこれに類する者として人事委員会が承認した者とする｡

(１) 退職の日に鳥取県外に所在する勤務公署に勤務していた者

(２) 帰住に係る退職が職員の定年等に関する条例 (昭和59年鳥取県条例第1号) 第

２条の規定による定年による退職又は勧奨による退職である者

(３) 帰住地が鳥取県内にある者

２ 条例第３条第２項第２号の２の人事委員会規則で定める期間は､ 退職の日の翌日か

ら起算して１月とする｡

(路程の計算)

第９条 内国旅行の旅費の計算上必要な路程の計算は､ 次の各号に掲げる区分に応じ､

それぞれ当該各号に掲げる路程により行うものとする｡

(１)及び(２) 略

(３) 陸路 県内については実際の路程､ 県外については郵政事業庁の調べに係る郵

便線路図に掲げる路程 (公用の自動車による旅行又は第14条の規定が適用される旅

行(以下 ｢公用車等による旅行｣ という｡) の場合は､ 人事委員会が別に定める路程)

２ 略

３ 第１項第３号の規定による陸路の路程を計算する場合には､ 県内については出発箇

所又は目的箇所を､ 県外については郵便線路図に掲げる各市町村 (都については各特

別区) 内における郵便局で､ 当該旅行の出発箇所又は目的箇所に最も近いもの (公用

車等による旅行の場合は､ 出発箇所又は目的箇所) を起点とする｡

(行政職給料表による級の職務に相当する職務等)

第４条 略

(路程の計算)

第９条 内国旅行の旅費の計算上必要な路程の計算は､ 次の各号に掲げる区分に応じ､

それぞれ当該各号に掲げる路程により行うものとする｡

(１)及び(２) 略

(３) 陸路 県内については人事委員会が別に定める県内陸路粁
きろ

程図に掲げる路程､

県外については郵政事業庁の調べに係る郵便線路図に掲げる路程

２ 略

３ 第１項第３号の規定による陸路の路程を計算する場合には､ 県内については県内陸

路粁程図に掲げる各市町村内における基点､ 県外については郵便線路図に掲げる各市

町村 (都については各特別区) 内における郵便局で､ 当該旅行の出発箇所又は目的箇

所に最も近いものを起点とする｡
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(期間内に旅費の精算又は過払金の返納をしなかった場合の取扱い)

第13条 略

４～６ 略

(期間内に旅費の精算又は過払金の返納をしなかった場合の取扱い)

第13条 略

(日額旅費を支給する旅行等)

第14条 条例第24条第１項の人事委員会規則で定める日額旅費を支給する旅行は､ 次の

各号に掲げるとおりとする｡

(１) 別表第３の左欄の勤務箇所に勤務する職員が､ 当該中欄に掲げる業務のため､

それぞれ当該右欄に掲げる支給対象地域内でする旅行

(２) 期間が７日以上にわたる講習､ 研修等を受ける職員が､ 当該講習､ 研修等を受

けるためにする旅行のうち講習､ 研修等の初日から起算して７日以後の期間に対応

する分 (最後に宿泊した用務地を出発する日以後の期間に対応する分を除く｡)

第15条 条例第24条第２項の人事委員会規則で定める日額旅費の額は､ 次に掲げるとお

りとする｡

(１) 条例第24条第１項第１号に該当する旅行又は同項第３号に該当する旅行 (次号

に掲げるものを除く｡) をする場合の額は､ 次の区分による額に交通機関の利用に

ついて要した運賃等の実費の額を加えて得た額とする｡ ただし､ 公務上の必要又は

天災その他やむを得ない事情により宿泊した場合には､ その額に条例別表第１号に

定める宿泊料の定額の範囲内で実費の宿泊料の額を加えて得た額とする｡

ア 旅行が行程８キロメートル以上16キロメートル未満又は引き続き５時間以上８

時間未満の場合 日額660円

イ 旅行が行程16キロメートル以上又は引き続き８時間以上の場合 日額990円

ウ 在勤地以外の地にわたる旅行で､ その行程が25キロメートル以上50キロメート

ル未満の場合 日額1,485円

エ 在勤地以外の地にわたる旅行で､ その行程が50キロメートル以上の場合 日額
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1,980円

(２) 条例第24条第１項第３号に該当し､ 公用航空機の操縦又は整備の業 (公用航空

機に搭乗して行うものに限る｡) のため旅行する場合の額は､ 次の区分による額と

する｡ ただし､ 公務上の必要又は天災その他やむを得ない事情により宿泊した場合

には､ その額に条例別表第１号に定める宿泊料の定額の範囲内で実費の宿泊料の額

を加えて得た額とする｡

ア 旅行が行程８キロメートル以上100キロメートル未満又は引き続き５時間以上

８時間未満の場合 日額660円

イ 旅行が行程100キロメートル以上又は引き続き８時間以上の場合 日額990円

(３) 条例第24条第１項第２号に該当し､ 宿泊を要しない旅行をする場合の額は､ 次

の区分による額に条例第６条の規定による鉄道賃､ 船賃､ 航空賃及び車賃の額又

は条例第31条の規定による旅費の調整後の鉄道賃､ 船賃､ 航空賃及び車賃の額を

加えて得た額とする｡ ただし､ 天災その他やむを得ない事情により宿泊した場合

には､ その額に条例別表第１号に定める宿泊料の定額の範囲内で実費の宿泊料の

額を加えて得た額とする｡

ア 旅行が在勤地内の場合 日額560円

イ 旅行が在勤地以外の地にわたる場合 日額840円

(４) 条例第24条第１項第２号に該当し､ 宿泊を要する旅行をする場合の額は､ 次の

区分による額 (当該旅行に特別の事情がある場合には､ 人事委員会が任命権者の

申請に基づき別に定める額) に条例第６条の規定による鉄道賃､ 船賃､ 航空賃及

び車賃の額又は条例第31条の規定による旅費の調整後の鉄道賃､ 船賃､ 航空賃及

び車賃の額を加えて得た額とする｡

ア 公用の宿泊施設に宿泊する場合 日額2,080円

イ 下宿その他これに準ずる宿泊施設に宿泊する場合 日額3,260円

ウ ア及びイ以外の宿泊施設に宿泊する場合 日額5,910円

２ 条例第24条第１項第１号又は第３号に該当する旅行について支給する日額旅費は､

１箇月分を取りまとめ､ 支給するものとする｡ ただし､ 特別の事情がある場合には､
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(定額による車賃が支給される旅行等)

第14条 条例第17条第1項第1号の人事委員会規則で定める旅行は､ 私有自動車等 (道路

交通法 (昭和35年法律第105号) 第２条第１項第９号に規定する自動車又は同項第10

号に規定する原動機付自転車のうち公用の自動車以外のもので職員が使用するものを

いう｡ 以下同じ｡) を利用して行う旅行で､ 任命権者が特に私有自動車等により旅行

を行う必要があると認めたものとする｡

２ 条例第17号第1項第1号の人事委員会規則で定める１キロメートル当たりの定額は､

16円とする｡

(旅行手当を支給する旅行等)

第15条 略

第16条 条例第30条第２項の規定による旅行手当の額は､ 定係港 (当該船舶が通常停泊

この限りでない｡

３ 日額旅費の支給方法は､ 前項に規定するもののほか､ 条例第６条第１項に規定する

旅費の支給方法の例による｡

(在勤地内旅行の日当の額)

第16条 条例第25条第２号の人事委員会規則で定める額は､ 次の各号に定めるとおりと

する｡ ただし､ その額に１円未満の端数があるときは､ その端数金額を切り捨てるも

のとする｡

(１) 旅行が行程８キロメートル以上16キロメートル未満の場合又は引き続き５時間

以上８時間未満の場合には､ 条例別表第１号に定める日当の定額の３分の１に相当

する額

(２) 旅行が行程16キロメートル以上又は引き続き８時間以上の場合には､ 条例別表

第１号に定める日当の定額の２分の１に相当する額

(旅行手当を支給する旅行等)

第17条 略

第18条 条例第30条第２項の規定による旅行手当の額は､ 定係港(当該船舶が通常停泊
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し､ 又は係留すべきものと任命権者が指定した港をいう｡ 以下同じ｡) を出港した日

から同港に入港した日までの期間について､ 次の表の目的地 (目的海域を含む｡ 以下

同じ｡) の区分に従い､ 別表第３に定めるとおりとする｡ ただし､ 第１区における１

日の航海時間が通算５時間未満の場合には､ その定額の５分の３に相当する額 (10円

未満の端数が生じたときは､ ８円以上は10円に切り上げ､ ３円以上８円未満は５円と

し､ ３円未満は切り捨てる｡) とし､ 目的地が第２区､ 第３区又は第４区の区域にあ

る場合には､ 最後に本邦の港を出港した日から目的地を経て最初に本邦の港に入港し

た日までの期間について､ その定額とする｡

略

２～４ 略

(移転料に係る路程計算)

第17条 条例別表第２号の規定を適用する場合における路程の計算は､ 水路及び陸路４

分の１キロメートルをもってそれぞれ鉄道１キロメートルとみなす｡

(旅費の調整基準)

第18条 条例第31条第１項から第３項までの規定を適用する場合の基準は､ 別表第４の

とおりとする｡

別表第２ (第10条関係)

し､ 又は係留すべきものと任命権者が指定した港をいう｡ 以下同じ｡ )を出港した日

から同港に入港した日までの期間について､ 次の表の目的地(目的海域を含む｡ 以下

同じ｡ )の区分に従い､ 別表第４に定めるとおりとする｡ ただし､ 第１区における１

日の航海時間が通算５時間未満の場合には､ その定額の５分の３に相当する額 (10円

未満の端数が生じたときは､ ８円以上は10円に切り上げ､ ３円以上８円未満は５円と

し､ ３円未満は切り捨てる｡) とし､ 目的地が第２区､ 第３区又は第４区の区域にあ

る場合には､ 最後に本邦の港を出港した日から目的地を経て最初に本邦の港に入港し

た日までの期間について､ その定額とする｡

略

２～４ 略

(旅費の調整基準)

第19条 条例第31条第１項から第３項までの規定を適用する場合の基準は､ 別表第５の

とおりとする｡

別表第２ (第10条関係)

旅 費 の 種 類
書 類

旅費請求書 添 付 書 類

略

旅 費 の 種 類
書 類

旅費請求書 添 付 書 類

略
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転料

様式第２号 扶養親族であること並びにその年

齢及び移転を証明する書類

略

条例第23条に規定する扶養親族移

転料

様式第２号 扶養親族であること並びにその年

齢及び移転を証明する書類

条例第24条に規定する日額旅費又

は条例第25条に規定する在勤地内

旅行の旅費 (移転料を除く｡)

様式第５号 公務上の必要又は天災その他やむ

を得ない事情により宿泊する場合

には､ それを証明する書類及びそ

の支払を証明するに足る書類

略

そ

の

他

の

旅

費

略

条例第17条第1項ただし書に規

定する車賃 〃

公務上の必要又は天災その他やむ

を得ない事情を証明する書類及び

その支払を証明するに足る書類

条例第18条第２項の規定によ

る場合における日当又は条例

第19条第２項に規定する宿泊料

〃

公務上の必要又は天災その他やむ

を得ない事情を証明する書類

略

条例第26条第１項第２号に規

定する鉄道賃､ 船賃又は車賃

略

条例第27条に規定する旅費

〃

旅行中に退職等となったこと､ 退

職等の事由､ 退職等を知った日に

いた地及び所定の期間内に退職等

に伴う旅行をしたことを証明する

書類

略

備考 略

そ

の

他

の

旅

費

略

条例第19条第２項に規定する

宿泊料

〃 公務上の必要又は天災その他やむ

を得ない事情を証明する書類

略

条例第26条第１号に規定する

鉄道賃､ 船賃又は車賃

略

条例第27条第１項に規定する

旅費

〃

旅行中に退職等となったこと､ 退

職等の事由､ 退職等を知った日に

いた地及び所定の期間内に退職等

に伴う旅行をしたことを証明する

書類

条例第27条第２項に規定する

旅費
〃

第４条の２第２項に定める期間内

に帰住したことを証明する書類

略

備考 略



平
成
13年
３
月
30日

金
曜
日

鳥
取
県
公
報

(号
外
)
第
44号

��

別表第３ (第14条関係)

勤 務 箇 所 業 務 支給対象地域

知

事

の

事

務

部

局

県 民 局
情報収集､ 調査､ 労働教育又は公

用自動車の運転
管轄区域

東 京 事 務 所

連絡､ 情報収集､ 調査､ 宣伝､ 紹

介､ 工場誘致又は公用自動車の運

転

東京都の特別区の区

域

大 阪 事 務 所

連絡､ 情報収集､ 調査､ 宣伝､ 紹

介､ あっ旋､ 物産展示販売､ 工場

誘致又は公用自動車の運転

大阪市の区域

保 健 所

監視､ 取締､ 予防､ 指導､ 検査､

放射線照射､ 保健指導又は公用自

動車の運転

管轄区域

地方農林振興局 (農業

改良普及部を除く｡)

調査､ 指導､ 測量､ 監視､ 監督､

検査､ 工事の施行又は公用自動車

の運転

管轄区域

地 方 農 林 振 興 局

農 業 改 良 普 及 部
普及指導又は公用自動車の運転 管轄区域

病 害 虫 防 除 所 病害虫防除又は公用自動車の運転

任命権者が人事委員

会と協議して定める

区域

家 畜 保 健 衛 生 所
家畜伝染病予防､ 試験､ 検査､ 指

導又は公用自動車の運転
管轄区域

大 山 農 地 開 発 局

用地等の取得､ 調査､ 指導､ 測量､

監督､ 検査､ 工事の施行又は公用

自動車の運転

米子市､ 西伯郡及び

日野郡の区域
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土 木 事 務 所

調査､ 設計､ 工事の施行､ 指導､

監督､ 検査､ 用地等の取得､ 地上

物件の移転､ 賠償､ 補償､ 登記､

巡察又は公用自動車の運転

管轄区域

姫路鳥取線用地事務所

用地等の取得､ 地上物件の移転､

調査､ 測量､ 登記又は公用自動車

の運転

鳥取市及び八頭郡の

区域

鳥 取 港 湾 事 務 所

調査､ 設計､ 工事の施行､ 監督､

用地等の取得､ 地上物件の移転､

賠償､ 補償､ 登記､ 巡察又は公用

自動車の運転

鳥取市及び岩美郡の

区域

そ の 他 の 機 関 公用自動車の運転
人事委員会が別に定

める区域

教
育
委
員
会
の
事
務
部
局
等

高 等 学 校
定時制の課程の巡回指導又は公用

自動車の運転
通学区域

そ の 他 の 機 関 公用自動車の運転
人事委員会が別に定

める区域

警
察
の
事
務
部
局
等

地 域 課 航 空 隊
公用航空機の操縦又は整備 (公用

航空機に搭乗して行うものに限る｡)
鳥取県の区域

地域課鉄道警察隊
鉄道施設内における警ら､ 警戒又

は列車警乗

任命権者が人事委員

会と協議して定める

区域

運転免許課自動車

運 転 免 許 試 験 場
路上試験又は公用自動車の運転

人事委員会が別に定

める区域
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別表第３ (第16条関係) 略

別表第４ (第18条関係)

第１ 条例第31条第1項の規定を適用する場合の基準

(１) 略

(２) 職員が公用の交通機関､ 宿泊施設等を無料で利用して旅行し､ 又は私有自動車

等に同乗して旅行したため､ 鉄道賃､ 船賃､ 航空賃､ 車賃､ 宿泊料又は食卓料を必

要としなかった場合には､ 当該必要としなかった旅費の全額を支給しないものとす

る｡

(３) 職員が公用の自動車又は私有自動車等を利用して用務地が県外である旅行 (第

17号に該当する旅行を除き､ 私有自動車等を利用した旅行にあっては､ 当該私有自

別表第４ (第18条関係) 略

別表第５ (第19条関係)

第１ 条例第31条第1項の規定を適用する場合の基準

(１) 略

(２) 職員が公用の交通機関､ 宿泊施設等を無料で利用して旅行したため､ 鉄道賃､

船賃､ 航空賃､ 車賃､ 宿泊料又は食卓料を必要としなかった場合には､ 当該必要と

しなかった旅費の全額を支給しないものとする｡

(３) 職員が公用の自動車により在勤地以外の地域で陸路25キロメートル以上50キロ

メートル未満の旅行をした場合には､ 条例別表第１号の日当の定額の４分の１に相

交 通 機 動 隊
機動交通指導取締り又は公用自動

車の運転

任命権者が人事委員

会と協議して定める

区域

高速道路交通警察隊

高速道路における交通指導､ 交通

取締り､ 交通事故の捜査若しくは

処理､ 事件の捜査若しくは処理又

は公用自動車の運転

任命権者が人事委員

会と協議して定める

区域

警 察 署

地域警察勤務､ 地域警察勤務の監

督､ 犯罪捜査､ 警備調査､ 犯罪調

査､ 交通取締又は公用自動車の運

転

管轄区域

そ の 他 の 機 関 公用自動車の運転
人事委員会が別に定

める区域

そ の 他 の 事 務 部 局 公用自動車の運転
人事委員会が別に定

める区域
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おいて､ 当該旅行が次のいずれかに該当するときには､ 日当の一部を支給しないも

のとし､ 当該支給しない額は､ それぞれに定めるとおりとする｡

ア 陸路25キロメートル未満の旅行 条例別表第１号の日当の定額の２分の１に相

当する額

イ 陸路25キロメートル以上50キロメートル未満の旅行 条例別表第１号の日当の

定額の４分の１に相当する額

(４) 職員が公用の航空機により用務地が県外である行程100キロメートル未満の旅

行をした場合には､ 条例別表第１号の日当の定額の２分の１に相当する額を支給し

ないものとする｡

(５)～(12) 略

(13) 定期乗車券を利用して通勤している職員が行う旅行の経路に当該定期乗車券が

利用できる区間が含まれており､ かつ､ 当該定期乗車券を利用した場合の旅客運賃､

急行料金､ 特別車両料金及び座席指定料金 (以下この号において ｢旅客運賃等｣ と

いう｡) が条例に定める鉄道賃又は車賃に満たない場合には､ 条例に定める鉄道賃

又は車賃と当該定期乗車券を利用した場合の旅客運賃等との差額を支給しないもの

とする｡

(14) 職員が私有自動車等を利用して県外における旅行をした場合には､ 条例第17条

第２号の規定により得られる車賃の額と第14条第２項で定める１キロメートル当た

りの定額により算出した額との差額を支給しないものとする｡

(15) 職員が県内及び県外をその経路としてバスを利用した県外における旅行をした

場合において､ 条例第17条の規定により得られる車賃に当該バスの旅客運賃が満た

ない場合には､ 当該車賃と当該旅客運賃との差額を支給しないものとする｡

(16) 条例第23条第１項第１号及び第２号の規定による扶養親族移転料のうち､ ６歳

以上12歳未満の者に対する航空賃の額については､ 同項第１号イの規定により得ら

れる額に現に支払った金額が満たない場合には､ 当該条例の規定により得られる航

空賃の額と現に支払った額との差額を支給しないものとする｡

当する額を支給しないものとする｡

(４) 職員が公用の航空機により在勤地以外の地域で行程100キロメートル未満の旅

行をした場合には､ 条例別表第１号の日当の定額の２分の１に相当する額を支給し

ないものとする｡

(５)～(12) 略
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(17) 職員が県外において在勤庁から半径４キロメートル以内の旅行をした場合には､

条例第18条第1項の規定により得られる日当の額と同一地域内での旅行のために要

した旅客運賃の額 (私有自動車等を利用した旅行 (同乗者に係る旅行を除く｡) に

あっては､ 同一地域内での行程に第14条第２項で定める１キロメートル当たりの定

額を乗じて得た額) との差額を支給しないものとする｡

(18) 職員が用務地が県内である県外における旅行 (前号に該当する旅行を除く｡)

をした場合には､ 条例第18条第1項の規定により得られる日当の額と条例第24条第

１項の規定により得られる旅行雑費 (以下 ｢県内旅行雑費｣ という｡) の額との差

額を支給しないものとする｡

(19) 警察本部地域課鉄道警察隊及び交通部高速道路交通警察隊の職員が行う県外の

地域における旅行であって､ 県内における旅行に相当する旅行として警察本部長の

申請に基づき人事委員会が別に定めるものについては､ 条例第18条第1項の規定に

より得られる日当の額と県内旅行雑費の額との差額を支給しないものとする｡

(20) 職員が主催者等により宿泊施設があらかじめ指定されている旅行をする場合で

あって､ 当該宿泊施設の宿泊料金が条例第19条の規定により得られる宿泊料の額に

満たないときは､ 当該宿泊料の額と当該宿泊施設の宿泊料金との差額を支給しない

ものとする｡

(21) 職員が長期間にわたる研修､ 講習､ 訓練その他これらに類する目的のための旅

行 (県内における旅行であって宿泊を伴わないもの及び県外における在勤庁から４

キロメートル以内における旅行であって宿泊を伴わないものを除く｡) をした場合

には､ 旅行雑費､ 日当及び宿泊料について､ 条例で定めるそれぞれの額と任命権者

の申請に基づき人事委員会が別に定める額との差額を支給しないものとする｡

(22) 略

第２条 条例第31条第２項の規定を適用する場合の基準

(１) 略

(２) 条例第23条第１項第１号及び第２号に規定する扶養親族移転料のうち､ 12歳未

満の者に対する航空賃の額については､ その移転の際における職員相当の航空賃の

額を限度として､ 現に支払った額を支給するものとする｡

(３) 職員が県内及び県外をその経路としてバスを利用して県外における旅行をした

場合において､ 条例第17条の規定により得られる車賃を当該バスの旅客運賃が超え

(13) 略

第２ 条例第31条第２項の規定を適用する場合の基準

(１) 略

(２) 条例第23条第１項第１号及び第２号に規定する扶養親族移転料のうち､ ６歳未

満の者に対する航空賃の額については､ その移転の際における職員相当の航空賃の

額の２分の１に相当する額を支給するものとする｡
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(４) 職員が次に掲げる旅行をする場合において､ 当該旅行に係る宿泊料金が条例第

19条の規定により得られる宿泊料の額を超える宿泊施設を利用する場合であって､

任命権者が特に必要があると認めるときは､ 当該条例の規定により得られる宿泊料

の額を超える額であって任命権者が必要であると認める額の宿泊料を支給するもの

とする｡

ア 主催者等により宿泊施設があらかじめ指定されている旅行

イ 公務上の必要により宿泊施設又は宿泊区域が限定される旅行であって､ 宿泊料

金の高い宿泊施設を利用することがやむを得ないと認められるもの

ウ 外国旅行であって､ 旅行先の国内事情により､ 宿泊料金の高い宿泊施設を利用

することがやむを得ないと認められるもの

エ 旅行の直前に命令された旅行又は急な命令の変更がなされた旅行であって､ 宿

泊施設の確保が困難であるため､ 宿泊料金の高い宿泊施設を利用することがやむ

を得ないと認められるもの

(５) 職員が赴任又は帰住をする場合において､ 条例第21条の規定により得られる移

転料の額を移転のために現に支払った額が超える場合であって､ やむを得ない事

情があると任命権者が認めるときは､ 同条の規定により得られる移転料の額の２

分の３の額を限度として､ 現に支払った額に相当する額の移転料を支給するもの

とする｡

(６) 前各号に掲げる場合のほか､ 特に必要があると認められる場合には､ 人事委員

会の承認を得て､ 条例の規定による旅費の額を超える額の旅費を支給することが

できるものとする｡

第３ 条例第31条第３項の規定を適用する場合の基準

次に掲げる旅費について､ 予算の都合により条例に定める旅費を支給することがで

きない場合には､ それぞれに掲げる旅費の額まで減ずることができるものとする｡

ア及びイ 略

ウ 日当､ 宿泊料､ 支度料及び旅行手当 条例別表第１号に定める日当及び宿泊料､

条例に定める支度料並びに別表第３に定める旅行手当のそれぞれの定額の２分の

１に相当する額

(３) 前２号に掲げる場合のほか､ 特に必要があると認められる場合には､ 人事委員

会の承認を得て､ 条例の規定による旅費の額を超える額の旅費を支給することがで

きるものとする｡

第３ 条例第31条第３項の規定を適用する場合の基準

次に掲げる旅費について､ 予算の都合により条例に定める旅費を支給することがで

きない場合には､ それぞれに掲げる旅費の額まで減ずることができるものとする｡

ア及びイ 略

ウ 日当､ 宿泊料､ 支度料及び旅行手当 条例別表第１号に定める日当及び宿泊料､

条例に定める支度料並びに別表第４に定める旅行手当のそれぞれの定額の２分の

１に相当する額
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発 令
年月日

用 務 用務先 旅行方法 旅 行 期 間
旅行命令権
者 の 認 印

旅行者の
認 印

支払担当
者の認印

概 算 払 精 算 払
備 考

年月日 金 額 年月日 金 額
年 月 日から

日間
年 月 日まで
年 月 日から

日間
年 月 日まで
年 月 日から

日間
年 月 日まで
年 月 日から

日間
年 月 日まで
年 月 日から

日間
年 月 日まで
年 月 日から

日間
年 月 日まで

年 月 日から
日間

年 月 日まで
年 月 日から

日間
年 月 日まで
年 月 日から

日間
年 月 日まで
年 月 日から

日間
年 月 日まで

備考 略

様式第１号

施 行 命 令
依 頼 簿

No.

所属部局課 住 所
(又は居所)

職 名 氏 名 職務の級
及び号給

年 月 日 級 号給
年 月 日 級 号給

発 令
年月日

用 務 用務先 旅 行 期 間
旅行命令権
者 の 認 印

旅行者の
認 印

支払担当
者の認印

概 算 払 精 算 払
備 考

年月日 金 額 年月日 金 額
年 月 日から

日間
年 月 日まで
年 月 日から

日間
年 月 日まで
年 月 日から

日間
年 月 日まで
年 月 日から

日間
年 月 日まで
年 月 日から

日間
年 月 日まで
年 月 日から

日間
年 月 日まで

年 月 日から
日間

年 月 日まで
年 月 日から

日間
年 月 日まで
年 月 日から

日間
年 月 日まで
年 月 日から

日間
年 月 日まで

備考 略

様式第１号

施 行 命 令
依 頼 簿

No.

所属部局課 住 所
(又は居所)

職 名 氏 名 職務の級
及び号給

年 月 日 級 号給
年 月 日 級 号給

様式第２号

旅 費 概 算 払
精 算 請 求 書

様 請 求 者
所 属 部 局 課 職 名 職 務 の 級

及 び 号 給 氏 名 施行命令
権 者 印

級 号給 �

概 算 額 精 算 額 追 給 額 返 納 額

円 円 円 円

年月日 出発地 経路 到着地 宿泊地

鉄 道 費 船 費
航空
賃

車 賃 日当及び旅行雑費 宿 泊 料 食 卓 料

計
運賃 急行

料金

特別車
両料金
その他

運賃 特別船
室料金

寝 台
料 金
その他

定額 実費
額 日数 定額 夜数 定額 夜数 定額

円 円 円 円 円 円 円
キロ
メー
トル

円 日 円 夜 円 夜 円 円

合 計

キロ
メー
トル
円

移 転 料
路 程 定 額 既 給 額 差 引 額

着後手当
日当及び旅行雑費 宿 泊 料 計

キロメートル 円 円 円 日 円 夜 円 円

移

転

料

扶
養
親
族

区 分 人 員 鉄道費 船 費 航空費 車 賃 日当及び旅行雑費 宿泊料 食卓料 着後手当 計
1 2 歳 以 上 人 円 円 円 円 円 円 円 円 円
６才以上 12歳未満
６ 歳 未 満

計

上記のとおり旅費を請求します｡ 年 月 日
上記の金額を領収しました｡ 年 月 日

氏 名 �
様

備

考

備考 略

様式第２号

旅 費 概 算 払
精 算 請 求 書

様 請 求 者
所 属 部 局 課 職 名 職 務 の 級

及 び 号 給 氏 名 施行命令
権 者 印

級 号給 �

概 算 額 精 算 額 追 給 額 返 納 額

円 円 円 円

移 転 料
路 程 定 額 既 給 額 差 引 額

着後手当
日 当 宿 泊 料 計

キロメートル 円 円 円 日 円 夜 円 円

移

転

料

扶
養
親
族

区 分 人 員 鉄道費 船 費 航空費 車 賃 日 当 宿泊料 食卓料 着後手当 計
1 2 歳 以 上 人 円 円 円 円 円 円 円 円 円
６才以上 12歳未満
６ 歳 未 満

計

上記のとおり旅費を請求します｡ 年 月 日
上記の金額を領収しました｡ 年 月 日

氏 名 �
様

備

考

備考 略

年月日 出発地 経路 到着地 宿泊地

鉄 道 費 船 費
航空
賃

車 賃 日 当 宿 泊 料 食 卓 料

計
路程 運賃 急行料金

特別車
両料金
その他

路程 運賃
特別
船室
料金

寝 台
料 金
その他

定額 実費
額 日数 定額 夜数 定額 夜数 定額

キロ
メー
トル

円 円 円
キロ
メー
トル

円 円 円 円
キロ
メー
トル

円 日 円 夜 円 夜 円 円

合 計

キロ
メー
トル
円
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��様式第４号

旅 費 請 求 書

様 請 求 者
所 属 部 局 課 職 名 職 務 の 級

及 び 号 給 氏 名 旅行命令権者印

級 号給 �

請求額
円 算 出
根 拠

喪失以後の旅行に
必要な旅費額 喪失を免れた旅費額 差 引 額

喪失事由
円 円 円

喪
失
以
後
の
旅
行
に
必
要
な
旅
費

年月日 出発地 経路 到着地 宿泊地

鉄 道 費 船 費
航空
賃

車 賃 日当及び旅行雑費 宿 泊 料 食 卓 料

運賃 急行
料金

特別車
両料金
その他

運賃 特別船
室料金

寝 台
料 金
その他

定額 実費
額 日数 定額 夜数 定額 夜数 定額

円 円 円 円 円 円 円
キロ
メー
トル

円 日 円 夜 円 夜 円

合 計

キロ
メー
トル

円

上記のとおり旅費を請求します｡ 年 月 日
上記の金額を領収しました｡ 年 月 日

氏 名 �
様

備考

備考 略

様式第４号

旅 費 請 求 書

様 請 求 者
所 属 部 局 課 職 名 職 務 の 級

及 び 号 給 氏 名 旅行命令権者印

級 号給 �

喪
失
以
後
の
旅
行
に
必
要
な
旅
費

年月日 出発地 経路 到着地 宿泊地

鉄 道 費 船 費
航空
賃

車 賃 日 当 宿 泊 料 食 卓 料

路程 運賃 急行料金

特別車
両料金
その他

路程 運賃
特別
船室
料金

寝 台
料 金
その他

定額 実費
額 日数 定額 夜数 定額 夜数 定額

キロ
メー
トル

円 円 円
キロ
メー
トル

円 円 円 円
キロ
メー
トル

円 日 円 夜 円 夜 円

合 計

キロ
メー
トル

円

請求額
円 算 出
根 拠

喪失以後の旅行に
必要な旅費額 喪失を免れた旅費額 差 引 額

喪失事由
円 円 円

上記のとおり旅費を請求します｡ 年 月 日
上記の金額を領収しました｡ 年 月 日

氏 名 �
様

備考

備考 略

様式第５号

旅 費 概 算 払
精 算 請 求 書

様 請求者
所属部局課 職 名 職務の級

及び号給 氏 名 旅行命令権者印

級 号給 �

年月日 出発地 到着地 宿泊地 所要
時間 行程

日当又
は日額
旅費

鉄 道 費 船 費 車 賃 宿 泊 料

その他
路程

運賃､ 特
別車両料
金又は実
費額

路程

運賃､ 特
別船室料
金又は実
費額

定額 実費額 夜数 定額

時間 キロメ
ートル 円 キロメ

ートル 円 キロメ
ートル 円 キロメ

ートル 円 夜 円 円

合 計
キロメ
ートル

円

概 算 額 精 算 額 追 給 額 返 納 額

円 円 円 円

上記のとおり旅費を請求します｡ 年 月 日
上記の金額を領収しました｡ 年 月 日

氏 名 �
様

備考

備考 この様式は､ 使徒に従い不用の文字は抹消し､ 又は所要の事項を加えて使用すること｡
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旅 費 概 算 払
精 算 請 求 書

その２ (連名式)

概算額 精算額 追給額 返納額 旅行事由

請 求 者

受領者氏名 旅行命令権者印
所属部局課 職 名

職務の級
及び号給 氏 名

円 円 円 円 � �

� �

� �

� �

様
概 算 額 合 計 精 算 額 合 計 追 給 額 合 計 返 納 額 合 計

円 円 円 円

上記のとおり旅費を請求します｡ 年 月 日
上記の金額を領収しました｡ 年 月 日

氏 名 �
様

備考

備考 この様式は､ 使徒に従い不用の文字は抹消し､ 又は所要の事項を加えて使用すること｡

(各人共通計算内容)

年月日 出発地 到着費 宿泊地 所用
時間 行程 日当又は

日額旅費

鉄 道 費 車 賃 宿 泊 料
そ の 他

路 程 運賃又は
実 費 額 路 程 運賃又は

実 費 額 夜数 定額

キロメ
ートル 円 キロメ

ートル 円 キロメ
ートル 円 夜 円 円

合 計
キロメ
ートル

円

様式第５号 削除

様式第８号

旅 費 概 算 払
精 算 請 求 書

その１

様 請 求 者
所属部局課 職 名 職務の級及び号給 氏 名 旅行命令

権 者 印
級 号給 �

概 算 額 精 算 額 追 給 額 返 納 額
円 円 円 円

上記のとおり旅費を請求します｡ 年 月 日
上記の金額を領収しました｡ 年 月 日

氏 名 �
様

備

考

備考 略

年月日 出発地 経路 到着地 宿泊地

鉄 道 費 船 費
航空
賃

車 賃 日当及び旅行雑費 宿 泊 料 食 卓 料

計
運賃 急行

料金

特別車
両料金
その他

運賃 特別船
室料金

寝 台
料 金
その他

定額 実費
額 日数 定額 夜数 定額 夜数 定額

円 円 円 円 円 円 円
キロ
メー
トル

円 日 円 夜 円 夜 円 円

合 計

キロ
メー
トル

円

条例第31条第 項の規定による
増減額

差 引 支 給 額

概 算 額 精 算 額 追 給 額 返 納 額
円 円 円 円

上記のとおり旅費を請求します｡ 年 月 日
上記の金額を領収しました｡ 年 月 日

氏 名 �
様

備

考

備考 略

様式第８号

旅 費 概 算 払
精 算 請 求 書

その１

様 請 求 者
所属部局課 職 名 職務の級及び号給 氏 名 旅行命令

権 者 印
級 号給 �

年月日 出発地 経路 到着地 宿泊地

鉄 道 費 船 費
航空
賃

車 賃 日 当 宿 泊 料 食 卓 料

計
路程 運賃 急行料金

特別車
両料金
その他

路程 運賃
特別
船室
料金

寝 台
料 金
その他

定額 実費
額 日数 定額 夜数 定額 夜数 定額

キロ
メー
トル

円 円 円
キロ
メー
トル

円 円 円 円
キロ
メー
トル

円 日 円 夜 円 夜 円 円

合 計

キロ
メー
トル

円

条例第31条第 項の規定による
増減額

差 引 支 給 額
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附 則

１ この規則は､ 平成13年４月１日から施行する｡

２ 改正後の職員の旅費に関する条例施行規則 (以下 ｢改正後の規則｣ という｡) の規定は､ この規則の施行の日 (以下 ｢施行日｣ という｡) 以後に出発する旅行について適用し､

施行日前に出発した旅行については､ なお従前の例による｡

３ 前項の規定にかかわらず､ 改正後の規則別表第４の第１の(16)並びに第２の(２)及び(５)の規定は､ 施行日以降に完了する旅行について適用し､ 施行日前に完了した旅行につい

ては､ なお従前の例による｡

４ この規則の施行の際現に存する旅行命令簿等の用紙については､ 当分の間､ 改正後の規則の規定にかかわらず､ 所要の調整をして使用することができる｡

��旅 費 概 算 払
精 算 請 求 書

その２ (連名式)

様
概 算 額 合 計 精 算 額 合 計 追 給 額 合 計 返 納 額 合 計

円 円 円 円

上記のとおり旅費を請求します｡ 年 月 日
上記の金額を領収しました｡ 年 月 日

氏 名 �
様

備
考

備考 略

年月日 出発地 経路 到着地 宿泊地

鉄 道 費 船 費
航空
賃

車 賃 日当及び旅行雑費 宿 泊 料 食 卓 料

計
運賃 急行

料金

特別車
両料金
その他

運賃 特別船
室料金

寝 台
料 金
その他

定額 実費 日数 定額 夜数 定額 夜数 定額

円 円 円 円 円 円 円
キロ
メー
トル

円 日 円 夜 円 夜 円 円

合 計

キロ
メー
トル

円

条例第31条第 項の規定による増減額

差 引 支 給 額

旅 費 概 算 払
精 算 請 求 書

その２ (連名式)

様
概 算 額 合 計 精 算 額 合 計 追 給 額 合 計 返 納 額 合 計

円 円 円 円

上記のとおり旅費を請求します｡ 年 月 日
上記の金額を領収しました｡ 年 月 日

氏 名 �
様

備
考

備考 略

概算額 精算額 追給額 返納額 旅行事由

請 求 者

受領者氏名 旅行命令
権 者 印所属部局課 職 名

職 務 の 級
及 び 号 給 氏 名

円 円 円 円 � �

� �

� �

� �

(各人共通計算内容)

概算額 精算額 追給額 返納額 旅行事由

請 求 者

受領者氏名 旅行命令
権 者 印所属部局課 職 名

職 務 の 級
及 び 号 給 氏 名

円 円 円 円 � �

� �

� �

� �

(各人共通計算内容)

年月日 出発地 経路 到着地 宿泊地

鉄 道 費 船 費
航空
賃

車 賃 日 当 宿 泊 料 食 卓 料

計
路程 運賃 急行

料金

特別車
両料金
その他

路程 運賃
特別
船室
料金

寝 台
料 金
その他

定額 実費 日数 定額 夜数 定額 夜数 定額

キロ
メー
トル

円 円 円
キロ
メー
トル

円 円 円 円
キロ
メー
トル

円 日 円 夜 円 夜 円 円

合 計

キロ
メー
トル

円

条例第31条第 項の規定による増減額

差 引 支 給 額
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職員の職務の級の分類に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する｡

平成13年３月30日

鳥取県人事委員会委員長 坂 田 賢 一 郎

鳥取県人事委員会規則第11号

職員の職務の級の分類に関する規則の一部を改正する規則

職員の職務の級の分類に関する規則 (昭和52年鳥取県人事委員会規則第15号) の一部を次のように改正する｡

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分 (以下 ｢改正部分｣ という｡) に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分 (以下 ｢改正後部分｣ という｡) が存在する場合には､

当該改正部分を当該改正後部分に改め､ 改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には､ 当該改正部分を削り､ 改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には､ 当該

改正後部分を加える｡

次の表の改正前の欄の表中太線で囲まれた部分 (以下 ｢改正表｣ という｡) に対応する次の表の改正後の欄の表中太線で囲まれた部分 (以下 ｢改正後表｣ という｡) が存在する場

合には､ 当該改正表を当該改正後表に改め､ 改正表に対応する改正後表が存在しない場合には､ 当該改正表を削り､ 改正後表に対応する改正表が存在しない場合には､ 当該改正後

表を加える｡

��

改正後 改正前

別表第１ 行政職給料表級別職務分類表 (第２条関係) 別表第１ 行政職給料表級別職務分類表 (第２条関係)

職務の級

組 織
１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 ９級 10級 11級

知

事

の

事

務

部

局

本 庁 主 事
秘 書
機械技師
電気技師
無線技師
電話技師
衛生技師
看 護 婦
看 護 士
栄 養 士
歯科衛生
士
商工技師
農林技師
造園技師

主 事
秘 書
機械技師
電気技師
無線技師
電話技師
薬 剤 師
衛生技師
保 健 婦
保 健 士
看 護 婦
看 護 士
栄 養 士
歯科衛生
士

主 事
秘 書
機械技師
電気技師
無線技師
電話技師
薬 剤 師
衛生技師
保 健 婦
保 健 士
看 護 婦
看 護 士
栄 養 士
歯科衛生
士

係 長
秘 書
主 計 員
検査専門
員補
企 画 員
副 主 幹
監 察 員
主任 (主
事)
主任 (技
師)
主 事
機械技師
電気技師

係 長
秘 書
主 計 員
検査専門
員補
企 画 員
副 主 幹
監 察 員
主任 (主
事)
主任 (技
師)
農業専門
技術員
生活改良

課長補佐
室長補佐
局長補佐
秘 書
法制室及
び無線室
の室長
分 室 長
主 計 員
主任監察
員
副検査専
門員
企 画 員
係 長

課長補佐
室長補佐
局長補佐
秘 書
法制室及
び無線室
の室長
分 室 長
主 計 員
主任監察
員
副検査専
門員
企 画 員
主 査

課 長
室長 (法
制室及び
無線室の
室長を除
く｡)
国民文化
祭推進局
の次長
参 事
検査専門
員
主 査

課 長
国民文化
祭推進局
の局長
県民室及
び工事検
査室の室
長
参 事 監
行政監察
監
国民文化
祭推進局
の次長

次長 (国
民文化祭
推進局の
次長を除
く｡)
副出納長
文化観光
局､ 水産
振興局及
び出納局
の局長
理 事 監
防 災 監

部 長

職務の級

組 織
１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 ９級 10級 11級

知

事

の

事

務

部

局

本 庁 主 事
秘 書
機械技師
電気技師
無線技師
電話技師
衛生技師
看 護 婦
看 護 士
栄 養 士
歯科衛生
士
商工技師
農林技師
水産技師

主 事
秘 書
機械技師
電気技師
無線技師
電話技師
薬 剤 師
衛生技師
保 健 婦
保 健 士
看 護 婦
看 護 士
栄 養 士
歯科衛生
士

主 事
秘 書
機械技師
電気技師
無線技師
電話技師
薬 剤 師
衛生技師
保 健 婦
保 健 士
看 護 婦
看 護 士
栄 養 士
歯科衛生
士

係 長
秘 書
主 計 員
検査専門
員補
企 画 員
副 主 幹
主任 (主
事)
主任 (技
師)
主 事
機械技師
電気技師
無線技師

係 長
秘 書
主 計 員
検査専門
員補
企 画 員
副 主 幹
主任 (主
事)
主任 (技
師)
農業専門
技術員
生活改良
専門技術

課長補佐
室長補佐
秘 書
無線室の
室長
分 室 長
主 計 員
副検査専
門員
企 画 員
係 長
検査専門
員補
主 幹
副 主 幹

課長補佐
室長補佐
秘 書
無線室の
室長
分 室 長
主 計 員
副検査専
門員
企 画 員
主 査
主 幹

課 長
室長 (無
線室の室
長を除く｡)
参 事
検査専門
員
主 査

課 長
水産振興
局の局長
県民室､
国民文化
祭推進室､
防災危機
管理室及
び工事検
査室の室
長
参 事 監
防 災 監

次 長
副出納長
出納局長
理 事 監

部 長
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��水産技師
土木技師
建築技師
機 関 士
航 海 士
通 信 士
船 員

商工技師
農林技師
改良普及
員
造園技師
水産技師
土木技師
建築技師
企業診断
員
水産業改
良普及員
機 関 士
航 海 士
通 信 士
船 員

商工技師
農林技師
改良普及
員
造園技師
水産技師
土木技師
建築技師
企業診断
員
水産業改
良普及員
機 関 士
航 海 士
通 信 士
船 員

無線技師
電話技師
薬 剤 師
衛生技師
保 健 婦
保 健 士
看 護 婦
看 護 士
栄 養 士
歯科衛生
士
商工技師
農林技師
改良普及
員
造園技師
水産技師
土木技師
建築技師
農業専門
技術員
生活改良
専門技術
員
林業専門
技術員
船 長
機 関 長
企業診断
員
水産業改
良普及員
機 関 士
航 海 士
通 信 士
船 員

専門技術
員
林業専門
技術員
水産業専
門技術員
船 長
機 関 長
企業診断
員
水産業改
良普及員
機 関 士
航 海 士
通 信 士
船 員

検査専門
員補
主 幹
副 主 幹
監察員主
任
農業専門
技術員
生活改良
専門技術
員
林業専門
技術員
水産業専
門技術員
船 長
機 関 長

主 幹

地

方

機

関

東京事務所 副 所 長 所 長 所 長

大阪事務所 課 長 課 長 次 長 所 長 所 長

日野総合事
務所

係 長 係 長 課長補佐
係 長

課長補佐 局 長
副 局 長
課 長
農業改良
普及所の
所長

局 長
副 局 長

所 長 所 長

略

県税事務所 係 長 係 長 課長補佐
係 長

課長補佐 所 長
課 長

所 長

工事検査出
張所

所 長
検査専門
員

略

健康福祉セ
ンター

係 長 係 長 室長補佐
課 長
係 長

室長補佐
課 長

室 長
部 長
課 長

所 長

略

皆成学園 係 長
保育士長

係 長
保育士長

次 長
課 長
係 長
保育士長

次 長
課 長

園 長 園 長

略

保育専門学
院

次 長
係 長

次 長 院 長
次 長

土木技師
建築技師
機 関 士
航 海 士
通 信 士
船 員

商工技師
農林技師
改良普及
員
水産技師
土木技師
建築技師
企業診断
員
水産業改
良普及員
機 関 士
航 海 士
通 信 士
船 員

商工技師
農林技師
改良普及
員
水産技師
土木技師
建築技師
企業診断
員
水産業改
良普及員
機 関 士
航 海 士
通 信 士
船 員

電話技師
薬 剤 師
衛生技師
保 健 婦
保 健 士
看 護 婦
看 護 士
栄 養 士
歯科衛生
士
商工技師
農林技師
改良普及
員
水産技師
土木技師
建築技師
農業専門
技術員
生活改良
専門技術
員
林業専門
技術員
船 長
機 関 長
企業診断
員
水産業改
良普及員
機 関 士
航 海 士
通 信 士
船 員

員
林業専門
技術員
水産業専
門技術員
船 長
機 関 長
企業診断
員
水産業改
良普及員
機 関 士
航 海 士
通 信 士
船 員

主 任
農業専門
技術員
生活改良
専門技術
員
林業専門
技術員
水産業専
門技術員
船 長
機 関 長

地

方

機

関

東京事務所 課 長 課 長 次 長 所 長 所 長

大阪事務所 課 長 課 長 次 長 所 長 所 長

略

県税事務所 係 長 係 長 課長補佐
係 長

課長補佐 所 長
課 長

所 長

略

健康福祉セ
ンター

係 長 係 長 室長補佐
課 長
係 長

室長補佐
課 長

室 長
部 長

所 長

略

皆成学園 係 長
保育士長

係 長
保育士長

次 長
課 長
係 長
保育士長

次 長
課 長

園 長

略

保育専門学
院

次 長
係 長

次 長 院 長
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略
倉吉総合看
護専門学校

次 長 次 長 次 長

精神保健福
祉センター

次 長
課 長

次 長
課 長

次 長

略
衛生研究所 課長補佐 課長補佐 課 長

課長補佐
課 長 次 長

男女共同参
画センター

事務局長

略
消費生活セ
ンター

次 長 次 長 所 長

略
地方農林振
興局

係 長 係 長 課長補佐
室長補佐
次 長
係 長

課長補佐
室長補佐
次 長

局 長
副 局 長
課 長
所 長
室 長

局 長
副 局 長

略
水産試験場 課長補佐 課長補佐 課 長

課長補佐
課 長
課長補佐

土木事務所 係 長 係 長 課長補佐
係 長

課長補佐 所 長
副 所 長
課 長
室 長

所 長
副 所 長

略
旧中部ダム
予定地域振
興倉吉事務
所

課長補佐 課長補佐 副 所 長
課 長

所 長
副 所 長

消防学校 教 官 教 官 教 官 校 長
共 通 主 事

機械技師
電気技師
衛生技師
商工技師
農林技師
造園技師
水産技師
土木技師
建築技師
児童生活
支援員
保 育 士
プログラ
マ
栄 養 士
職業訓練
指導員
機 関 士
航 海 士
通 信 士
船 員

主 事
機械技師
電気技師
衛生技師
商工技師
農林技師
造園技師
水産技師
土木技師
建築技師
企業診断
員
児童福祉
司
社会福祉
主事
精神福祉
主事
心理療法
士
心理判定
員
児童指導
員
生活指導
員
保 健 婦
保 健 士
改良普及
員

主 事
機械技師
電気技師
衛生技師
商工技師
農林技師
造園技師
水産技師
土木技師
建築技師
企業診断
員
児童福祉
司
社会福祉
主事
精神福祉
主事
心理療法
士
心理判定
員
児童指導
員
生活指導
員
保 健 婦
保 健 士
改良普及
員

副 主 幹
主任 (主
事)
主任 (技
師)
主 事
機械技師
電気技師
衛生技師
商工技師
農林技師
造園技師
水産技師
土木技師
建築技師
査察指導
員
身体障害
者福祉司
知的障害
者福祉司
地区主任
林業改良
指導員
水産業専
門技術員
船 長
機 関 長
漁ろう長
企業診断

略 略 略 略

略
倉吉総合看
護専門学校

次 長 次 長

精神保健福
祉センター

課 長 課 長 次 長

略
衛生研究所 課長補佐 課長補佐 課 長

課長補佐
課 長 次 長

略
消費生活セ
ンター

次 長 次 長 所 長

消防学校 教 官 教 官 教 官 校 長
略
地方農林振
興局

係 長 係 長 課長補佐
室長補佐
次 長
係 長

課長補佐
室長補佐
次 長
係 長

局 長
副 局 長
課 長
部 長
室 長

局 長
副 局 長

略
水産試験場 課長補佐 課長補佐 課 長

課長補佐
課 長

土木事務所 係 長 係 長 課長補佐
室長補佐
係 長

課長補佐
室長補佐

所 長
副 所 長
課 長
室 長

所 長
副 所 長

略
旧中部ダム
予定地域振
興倉吉事務
所

課長補佐 課長補佐 副 所 長
課 長

所 長
副 所 長

共 通 主 事
機械技師
電気技師
衛生技師
商工技師
農林技師
水産技師
土木技師
建築技師
児童生活
支援員
保 育 士
プログラ
マ
栄 養 士
職業訓練
指導員
機 関 士
航 海 士
通 信 士
船 員

主 事
機械技師
電気技師
衛生技師
商工技師
農林技師
水産技師
土木技師
建築技師
企業診断
員
児童福祉
司
社会福祉
主事
精神福祉
主事
心理療法
士
心理判定
員
児童指導
員
生活指導
員
保 健 婦
保 健 士
改良普及
員
林業改良

主 事
機械技師
電気技師
衛生技師
商工技師
農林技師
水産技師
土木技師
建築技師
企業診断
員
児童福祉
司
社会福祉
主事
精神福祉
主事
心理療法
士
心理判定
員
児童指導
員
生活指導
員
保 健 婦
保 健 士
改良普及
員
林業改良

副 主 幹
主任 (主
事)
主任 (技
師)
主 事
機械技師
電気技師
衛生技師
商工技師
農林技師
水産技師
土木技師
建築技師
査察指導
員
身体障害
者福祉司
知的障害
者福祉司
地区主任
林業改良
指導員
水産業専
門技術員
船 長
機 関 長
漁ろう長
企業診断
員

略 略 略 略
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備考 略 備考 略

林業改良
指導員
水産業改
良普及員
児童生活
支 援 員
保 育 士
プログラ
マ
栄 養 士
職業訓練
指導員
機 関 士
航 海 士
通 信 士
船 員

林業改良
指導員
水産業改
良普及員
児童生活
支援員
保 育 士
プログラ
マ
栄 養 士
職業訓練
指導員
機 関 士
航 海 士
通 信 士
船 員

員
児童福祉
司
社会福祉
主事
精神福祉
主事
心理療法
士
心理判定
員
児童指導
員
生活指導
員
保 健 婦
保 健 士
改良普及
員
林業改良
指導員
水産業改
良普及員
児童生活
支援員
保 育 士
プログラ
マ
栄 養 士
職業訓練
指導員
機 関 士
航 海 士
通 信 士
船 員

略

教
育
委
員
会
事
務
局
及
び
教
育
機
関

教
育
委
員
会
事
務
局

本 庁 略 略 略 略 略 略 略

教育事務所 係 長 係 長 所長補佐
係 長

所長補佐 所 長 所 長 所 長

略

略

指導員
水産業改
良普及員
児童生活
支援員
保 育 士
プログラ
マ
栄 養 士
職業訓練
指導員
機 関 士
航 海 士
通 信 士
船 員

指導員
水産業改
良普及員
児童生活
支援員
保 育 士
プログラ
マ
栄 養 士
職業訓練
指導員
機 関 士
航 海 士
通 信 士
船 員

児童福祉
司
社会福祉
主事
精神福祉
主事
心理療法
士
心理判定
員
児童指導
員
生活指導
員
保 健 婦
保 健 士
改良普及
員
林業改良
指導員
水産業改
良普及員
児童生活
支援員
保 育 士
プログラ
マ
栄 養 士
職業訓練
指導員
機 関 士
航 海 士
通 信 士
船 員

略

教
育
委
員
会
事
務
局
及
び
教
育
機
関

教
育
委
員
会
事
務
局

本 庁 略 略 略 略 略 略 略

教育事務所 係 長 係 長 所長補佐
係 長

所長補佐 所 長

略

略

別表第２ 公安職給料表級別職務分類表 (第２条関係)

職務の級
組織

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 ９級 10級

警察 警察本部 略 略 略 略 略 略 略 略 部 長
参 事 官
首席監察
官

略

略

備考 略

別表第２ 公安職給料表級別職務分類表 (第２条関係)

職務の級
組織

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 ９級 10級

警察 警察本部 略 略 略 略 略 略 略 略 部 長
参 事 官

略

略

備考 略
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別表第３ 教育職給料表(１)級別職務分類表 (第２条関係)

別表第４ 教育職給料表(２)級別職務分類表 (第２条関係)

別表第６ 医療職給料表(１)級別職務分類表 (第２条関係)

別紙第７ 医療職給料表(２)級別職務分類表 (第２条関係)

別表第３ 教育職給料表(１)級別職務分類表 (第２条関係)

別表第４ 教育職給料表(２)級別職務分類表 (第２条関係)

別表第６ 医療職給料表(１)級別職務分類表 (第２条関係)

別紙第７ 医療職給料表(２)級別職務分類表 (第２条関係)

職務の級

組織
１級 ２級 ３級 ４級

略
知事の事務部局 本 庁 主 幹

係 長

副 主 幹

主 幹

係 長

副 主 幹
略

職務の級

組織
１級 ２級 ３級 ４級

略
知事の事務部局 本 庁 主 幹

係 長

副 主 幹

主 幹

係 長

副 主 幹
略

職務の級

組織
１級 ２級 ３級 ４級

知事の事

務部局

地方機関 日野総合事

務所

課 長 局 長

課 長
皆生小児療

育センター

院 長

副 院 長

院 長

略

略

職務の級

組織
１級 ２級 ３級 ４級

略
知事の事務部局 本 庁 主 幹

副 主 幹

主 幹

副 主 幹

略

職務の級

組織
１級 ２級 ３級 ４級

略
知事の事務部局 本 庁 主 幹

副 主 幹

主 幹

副 主 幹

略

職務の級

組織
１級 ２級 ３級 ４級

知事の事

務部局

地方機関 皆生小児療

育センター
院 長 院 長

略

略
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備考 略 備考 略

職務の級

組織
１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級

知

事

の

事

務

部

局

略

共 通 略 略 副主幹

薬剤師

診療放

射線技

師

理学療

法士

栄養士

衛生技

師

作業療

法士

言語聴

覚士

理療師

歯科衛

生士

副主幹

薬剤師

診療放

射線技

師

理学療

法士

栄養士

衛生技

師

作業療

法士

言語聴

覚士

理療師

歯科衛

生士

副主幹

主 任

略

職務の級

組織
１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級

知

事

の

事

務

部

局

略

共 通 略 略 薬剤師

診療放

射線技

師

理学療

法士

栄養士

衛生技

師

作業療

法士

言語聴

覚士

理療師

歯科衛

生士

薬剤師

診療放

射線技

師

理学療

法士

栄養士

衛生技

師

作業療

法士

言語聴

覚士

理療師

歯科衛

生士

主 任 略
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